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はじめに

著名な経済学者ジョン・メイナード・ケインズであるが、政治的な時論を

数多く出版したことでも知られている。そうした 1冊に『条約の改正』があ

る。本稿では、このケインズの著作を導きの意図に明治日本の条約改正を紐

解いてみよう。

無論、日本人にとって条約改正と言えば、幕末に結ばれた不平等条約の改

正に明治政府が奮闘した話でしかない。一方、第 1次世界大戦後に結ばれた

平和条約であるヴェルサイユ条約については連想することができないだろう。

まして、ケインズが一貫してこの条約に反対し、国際社会における条約改正

の動きに関心を持っていたことなど、多くの日本人にとって知る機会は少な

いに違いない。

時代も状況も条約の中身も全く違うのだから、本稿が条約改正の語呂合わ

せだと思われても仕方がないことである。だが、もちろんそうではない。条

約の改正プロセスは、国際政治の最もコアな部分が否応もなく露出していく

過程でもある。そこでは、国際的な秩序と関係各国の国益とが激しく衝突し

福岡大学経済学論叢 第68巻 第２号，91-103p（2024.3） 論 説

ケインズと明治日本の条約改正

山 﨑 好 裕
＊

＊
福岡大学経済学部

− 91 −

( １ )



合う。さらに、国内の状況は複雑怪奇極まりない。改正推進派と反対派が、

合従連衡を繰り返しながら長い間揉み合うことになるのである。

ケインズのヴェルサイユ条約改正を巡る情勢分析は極めて示唆に富んでい

る。それを分析フレームワークにして明治日本の条約改正過程を見ることで、

これまで不分明だった政治力学が明瞭になることを筆者は発見した。ただ、

それは歴史の単なる確定のための研究ではもちろんない。本稿の真の目的は、

現代の国際社会の混迷状況を解析し、そのなかでの日本の立ち位置と果たす

べき役割を明らかにしていくことにこそある。

1 ．ケインズの見た条約改正

ケインズは敗戦国ドイツに返済不可能な多額の賠償金を課したヴェルサイ

ユ条約によって、早晩ヨーロッパ諸国の経済に壊滅的な打撃がもたらされる

ことを前著において予言していた。それは浅薄な感情論がもたらした過ちで

あり、ヨーロッパが英知に立ち返るときが訪れることをケインズは待ち望ん

だのである。

私は、この恐るべき政治家的手法に対して、一つのもっともらしい弁明

をあたえてみることもできる。賢明でなく、一部実行不可能であり、さ

らにはヨーロッパの生命を危うくする平和条約に対して、ロイド・

ジョージ氏は責任を負った1。

ロイド・ジョージはヴェルサイユ条約を結んだ当時のイギリスの首相であ

る。ケインズは愚かな条約の責任は彼にあるとし、そうした彼の姿勢が実は

1 千田（1997）、1ページ。
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政治家一般のものであることを記す。ロイド・ジョージはこう弁明するだろ

うとケインズは言うのだ。

この世界においては大衆の情熱と無知とが一役を演じているのであって、

民主主義の先頭に立ちたいと熱望している自分はこのことを考慮に入れ

ないわけにはいかない。ヴェルサイユの平和は、民衆の要求と主演役者

たちの性格とが結合して成った最善の瞬間的な解決策であった2。

ケインズは世論が実に移ろいやすく、事態の一部分しか考慮に入れない危

ういものだと思っているが、それは事実であろう。政治家はそうした世論を

過度に考慮に入れることで、多くの場合、過ちを犯すのだ。

ケインズは前著における自身のヴェルサイユ条約批判を、専門的な外交筋

は完全に受け入れていたと言う。しかし、政治家もマスコミをそのことを大

衆に向けて発信しなかった。これは大衆の説得を最初から諦める態度であり、

そのことが事態を悪化させているのである。

なぜなら、今日においては二種類の意見が存在するからである。それは、

昔のように正しい意見と間違った意見というのではなく、外部の意見と

内部の意見、すなわち政治家や新聞が声に出していう世論と、政治家や

ジャーナリズムや役人が階段上や階段裏や階段下の限られた範囲の中で

表明する意見とである3。

戦時においては、マスコミや政治家は外部の意見によって大衆を扇動して

愛国心を高揚させる一方、内部の意見においては冷静に停戦交渉を進めよう

2 同上、1− 2ページ。
3 同上、3ページ。
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とするのである。ケインズによれば、外部の意見を無視するのももちろん良

くないが、それに注意を払いすぎるのもまた良くない。

限られた範囲の中で生活し、内部の意見に参加している人々は、外部の

意見に対してあまりに多くの注意を払い、またあまりに少ない注意しか

払わない。あまりに多くというのは、彼らが何事につけ言葉と約束にお

いて外部の意見に簡単に譲歩し、これに明白に反対してもまったく無駄

であると考えているからである。あまりに少なくというのは、彼らが、

これらの言葉と約束は時がくれば必ず変化する運命にあるから、それら

の逐語的な意味や正確な諸結果を分析することは衒学的であり、退屈で

あり、かつ不適切である、と信じているからである4。

このような外部の意見が、条約改正という国民の注目を集め、愛国心を燃

えさせる事態においては、改正プロセスを決定的に左右するのであることを、

私たちは明治日本のそれにおいて見るであろう。

条約改正がなぜ困難かと言えば、それが一国内に止まらず、多数の国の利

害に関わってくることであり、したがって、国際社会の複雑な状況を全て反

映してしまうからである。

単純な事件の場合には、困難は生じない。国際連盟が招集されるのは、

相対立しかつ較量しえない主張が衝突しあう場合である。良い決定とい

うものは、公平で、利害関係をもたず、事情に精通していて、権威があ

る人がすべてのことを考慮に入れて下した場合にのみ、得られるもので

ある5。

4 同上、4ページ。
5 同上、9ページ。
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全てのことを考慮に入れる。このことこそ、国際関係では重要である。先

に見たケインズの言葉では、内部の意見が引用文の冷静で賢明で行き届いた

判断に当たる。しかし、純粋に論理的な判断が成り立ちうるのは、複数の国

の利害が対立しない国内政治においてのみであろう。国際社会で国連は単な

る合議体であり、決定力のある政府ではないから、どうしても具体的な国益

を離れた公正で賢明な判断を下すことは不可能になる。

国際道徳が未熟な順法主義と解されるとき、それは世界にとってきわめ

て危険なものとなろう。もしわれわれが、すべてのことを考慮に入れな

いならば誤った判断を下すことになるということは、個人的な事件につ

いてと同様、少なくともこの大規模な交渉についても真実である。また

反対に、宣伝活動が激情、情緒、利己心、および道徳的馬鹿らしさを醸

成することにより、大衆の気持ちをわきたたせているときに役立つよう

な原理に訴えることも、浅薄なことである6。

ケインズを読み慣れていない人がこの文章を正確に理解することは難しい

であろう。それは、当時のイギリス人であってもそうであっただろう。ケイ

ンズは若いころ、自身を反道徳主義者と呼んだ。それは、世間一般の道徳に

考えなしに従い、自身による理性的な判断で行動しない人々を道徳主義者と

して批判する意味においてであった。

ここでケインズが順法主義と呼んでいるのは、それが当たり前だから、決

まったことだからとして自分が従うとともに相手にも従うことを強制する態

度のことである。だが、国際社会は各国の国益がぶつかり合い、何が善であ

るか何が悪であるかについて全くの相対主義が成り立つ空間である。そこで

6 同上、108 ページ。
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ナイーブに自分だけが正しいと正義の味方面することは、戦争を引き起こし

かねない危険な行動なのである。

一つの正しさ、一つの規則に従いましょうと言うのが国際社会では危険で

あるのと同じくらい、アジテーションの原理に訴え、国民を愛国心に駆り立

てることももちろん馬鹿げた危険行為である。それがどんなに困難なことで

あったとしても、戦争にならないように国際政治を進めるには、全ての国の

利害を考慮した冷静な合意と決断こそ追求されなければならない。

ケインズは言うまでもなく、先ず経済学者である。彼は、ヴェルサイユ条

約という第 1次世界大戦後の国際政治の産物が、世界経済のバランスのとれ

た秩序を破壊してしまうことを最も恐れていた。

国際貿易の均衡は、世界の種々の国々の農業と工業との間の複雑な釣合

いの上に成り立っており、また、労働と資本との使用における各国によ

る専門化の上に成り立っている。もし一国が、この均衡が許容しないほ

ど巨額の財貨を、代金の支払いを受けることなしに他の国へと移転する

ことを要求されるならば、この釣合いは破壊される7。

国際政治の従来の常識では、戦勝国のイギリスが敗戦国のドイツから多額

の賠償金をぶんどるのは当たり前のことであった。また、イギリスの大衆は

それによってイギリスは利益を受けることこそあれ、損害など被るわけがな

いと思っていただろう。しかし、ケインズは予言した。世界経済のバランス

が崩れるとき、それは世界の全ての国に経済的擾乱を引き起こし、それによっ

てイギリス経済は受け取った賠償金の何倍もの損害を受けるのだと。

7 同上、132 ページ。
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もし攪乱の原因が一時的なものであるならば、組織に加えられた損害は、

代価なしに財貨を受け取る場合の利益を上回るかもしれない。さらに、

損害は特定の産業に雇用されている労働と資本とに集中するであろうか

ら、それは、社会全体に加えられた損害を上回る騒乱を引き起こすであ

ろう8。

2 ．大隈重信の外相就任後の状勢

鹿鳴館外交の失敗によって外相の地位を追われた井上馨に代わって、大隈

重信が外相に就任したのは 1888 年 2 月のことであった。井上の更迭から大

隈の就任までの期間は、伊藤博文首相が外相を兼任している9。

明治政府は岩倉使節団の当初から、一貫して関税自主権の回復を条約改正

の優先課題としてきた。それは、ケインズが描いたような国際貿易秩序に極

東の地から参画しようと努力する日本経済からの要請のためだったかもしれ

ない。

大隈は条約改正交渉の新戦略を打ち出す。それは、最恵国待遇の条款の解

釈を変えるとともに列強と個別交渉することで欧米諸国の団結を切り崩し、

新条約を順次締結していこうという戦略であった。大隈が用意した改正案に

は、大審院への外国人裁判官の任用という、後に反対派の攻撃対象となる内

容があったものの、ビスマルクのドイツと調印にこぎつけるなど大きな成果

をあげた10。

だが、大隈の条約改正は結局実を結ばずに終わることになる。その最大の

原因となったのは、当時法制局長官であった井上毅による、政府内部からの

8 同上、133 ページ。
9 大石（2004）、46 ページ。
10 同上、48 ページ。
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情報リークと反対勢力の扇動であった11。

井上は 6月ごろから改正条約案附属の外務大臣公文にある外国人裁判官任

用の項目に注目し始める。そして、山田顕義司法大臣に帰化法案を閣議提出

させた。だが、既に新条約はアメリカ、ドイツとの間で調印されているので、

それだけでは大隈を攻撃することはできない。そこで、井上は、公文の外国

人裁判官とは帰化した者のことであるという第 2の公文を出させようとした

のである12。

なぜ、そうすることで条約改正にダメージを与えることができるかと言う

と、同年 2月に発布されたばかりの大日本帝国憲法と抵触すると主張できる

からである。大日本帝国憲法に外国人の官職任用を禁止する明文規定はない。

しかし、当時の一般的な憲法解釈は次のようなものであった。

公権とは参政権と任官される権利だが、これは日本国民にだけ許されてい

る。公権を自国民にのみ許して外国人に許さないのはどこの国でもそうなっ

ているから、日本でも当然そうである。また、日本国民になるのは出生によ

る方法と帰化などの法律の効力による方法がある。つまり、帰化すれば別だ

が、外国人のままで裁判官に任官されることは許されないのである13。

つまり、井上によれば、帰化していない外国人を裁判官に任命することは

大日本国帝国憲法に違反するのであり、そのような新条約を立憲国家である

日本が結ぶことは本来できないはずだというのである。しかし、井上の主張

を日本政府がそのまま受け取ったとしても、アメリカ、イギリスとは既に条

約が結ばれていて、相手国がいる以上、帰化法を制定したとしても国内的な

法律で条約を破棄するわけにはいかない。だから、新たに条約を結ぶ国には

帰化法について触れた第 2の公文を付けようではないかと井上は言ったわけ

11 同上、49 ページ。
12 穎原（2006）、52 ページ。
13 同上、53 ページ。
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だ。しかし、そのことが閣議決定された後に新条約を結んだロシアに対して

も、第 2の公文は示されなかった。このため、井上は黒田清隆総理大臣に意

見書を書き、これら 3ヵ国との条約批准を拒否するように迫ったのであっ

た14。

3 ．なぜ大隈重信の条約改正は頓挫したか？

井上毅の攻撃を受けて、自らの条約改正交渉の成果を守ろうとする大隈重

信は帰化法の制定を阻止しようとする。しかし、それとときを同じくして、

ジャーナリズムが帰化法の制定が必要となっていることは、新条約が憲法と

矛盾していることを証明するものだと一斉に大隈攻撃の論陣を張り始めた。

それに刺激されて国権論の団体が東京に結集して改正反対運動を開始するよ

うになる15。

そうした団体の一つ、玄洋社の元社員・来島恒喜は 10 月 18 日に外務省門

前において爆弾で大隈重信を襲撃し、大隈は片足を失う重傷を負った。こう

して大隈の条約改正は終焉を迎える16。

1889 年末に大隈重信、伊藤博文、井上馨が共に政府中枢を去ると条約改正

の運動はいったん沈静化していった。第 1次山縣有朋内閣の外相・青木周蔵

はイギリス政府から好意的な提案を受けながらこれを利用して条約改正を進

めることができなかったし、第 1次松方正義内閣に至っては、松方の首相就

任の条件自体が条約改正を凍結するということであった17。

そんななか、内閣が軍備増強を推し進めようとする帝国議会では、下野し

14 同上、61 ページ。
15 大石（2004）、50 ページ。
16 五百旗頭（2010）、325 ページ。
17 大石（2004）、51 ページ。
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た大隈らが率いる民党側が軍備増強の見返りとして財源確保のための歳出削

減や民力休養を主張して対立していた。したがって、国家的課題として、地

租を補う収入減として関税が必要であり、税率の自主的な引き上げが可能に

なる条約改正がクローズアップされつつあった18。

藩閥をバックボーンとする松方内閣にとってなぜ条約改正が邪魔であった

のか。それは、客観的な情勢が関税自主権の確保を要求しているのであれば、

それは取りも直さず民党側に追い風が吹いていることになるからであった。

議会政治の実を守ることでイギリスを筆頭とする西洋諸国が日本を立憲国家

として認めることになれば、それが条約改正の地ならしになるはずである。

だが、松方内閣は死者 25 名、負傷者 388 名に及ぶ選挙干渉を行い、暴力的に

議会を支配下に置いた。とてもでないが、条約改正どころの騒ぎではない。

選挙干渉に協力したのが、来島恒喜を犠牲にすることでその方面で権威を確

立した玄洋社の頭山満であり、井上毅と深い絆で結ばれた熊本国権党の佐々

友房だった。このことから考えると、日本の条約改正への反対運動は、国益

の追求のためであったというよりも国内の政治的ヘゲモニーの独占を目的に

していたと解釈するのが適切かもしれない。

ケインズが述べた外部の意見、内部の意見という言葉を使うならば、大隈

重信は外部の意見を軽視し過ぎることによって失敗したし、井上毅は外部の

意見を重視しすぎることによって、立憲主義の確立という崇高な理念に殉ず

ることが叶わなかったと言えるのではないか。

大隈による条約改正に対する批判が高まったとき、改進党系の新聞は大隈

擁護の論陣を張った。大隈も外部の意見を利用していたのである。論陣は、

条文原理主義と実利主義に立脚する立場を取った。条文原理主義は、憲法の

本文に外国人裁判官任用を禁止する文章がない以上、任用が可能と考えるべ

18 同上。
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きだとするものである。また、実利主義は、不平等条約では領事裁判権が問

題なのであり、外国人裁判官の任用によって外国人犯罪を日本の裁判制度で

裁けるのであれば、実質的に治外法権を撤廃したことになるのだからいいの

ではないか、とする考えである19。だが、こうした外部の意見は、明らかに大

衆的熱狂を引き起こすものとはならないだろう。そういう意味で、大隈は外

部の意見を軽視していたとも言える。

井上毅は元来条約改正に反対する方便として帰化法を持ち出したのではな

く、純粋に外国と新条約を結ぶために大日本帝国憲法の解釈が歪められては

ならないと考えたから条約改正に反対したのである20。だから、かれは新条

約を屈辱的と考える国権論者の狂信的な反対論に本来与するものではなかっ

たし、であれば、関りを持つべきではなかった。だが、井上が外部の意見と

して持ち出した、公権として日本国民にのみ認められた権利を外国人に許す

のか、という論の立て方は、大衆の条約改正への猛反発を引き出すのに十分

なものであった。井上は願わくはそれに自覚的であるべきであったと思う。

それができなかった点で井上は、ケインズが言う浅薄な選択をしたと言われ

ても仕方がないと思う。

おわりに

1892 年に成立した第 2次伊藤博文内閣の外務大臣・陸奥宗光は、自ら積極

的に対清開戦論を展開していった。イギリスを皮切りに治外法権の撤廃を各

国との間で成し遂げることになる陸奥が、なぜこのような好戦的な姿勢を

取ったのであろうか。

一つの理由に、欧米諸国との新条約の発効以降にも、日清修好条規が残存

19 穎原（2006）、72 ページ。
20 同上、75 ページ。
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してしまう危険性が当時政府内で重視されていて、開戦によってこの条約を

廃棄してしまうことを陸奥が目論んだということがあるだろう21。だから、

陸奥はテクニカルな外交戦術として戦争をも利用した、徹底してケインズが

言う内部の意見の人だったということである。

だが、同時に陸奥は巧みに外部の意見を使う人でもあった可能性が高い。

テロリズムまで駆使して大隈の条約改正に協力に反対した国権論の諸集団は、

アジア進出を積極的に主張する思想グループでもあった。征韓論を唱えた西

郷隆盛の精神的後継者をもって自認する彼らに対して、陸奥が懐柔策として

対清開戦のカードを切って見せたことは十分に考えられるのである。

私たちはケインズの条約改正の記述を基に、明治日本の条約改正の状況を

見てきた。つくづく思うのは、明治の政治家たちが外交にいかに巧みであり、

内部の意見と外部の意見を使い分けながら欧米と対等に渡り合っていたかと

いうことである。

それに引き換え、従来から言われてきたように昭和以降の日本外交は急激

に劣化したと言わざるをえない。それが日本を無謀な戦争に導くことになっ

たのだ。戦後も安全保障条約の傘の下で独自外交を放棄し続けて現在に至っ

ているのが私たちの日本である。

日本の政治家やマスコミのなかで、フランスのマクロン大統領が対中国外

交姿勢でアメリカのバイデン政権と異なるスタンスを取ろうとしていること

の意味を正確に理解できている者がいるであろうか。ロシアのウクライナ侵

攻が 1年を超えて続くなか、アメリカとヨーロッパの間にはかなり明確な亀

裂が走り始めている。日本政府や与野党の政治家は、そのなかで日本が進む

べき方向が果して見えているだろうか。いずれの疑問にも私は否定的に答え

ざるをえない。

21 大石（2004）、53 ページ。
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はじめに

本稿では、海外投資と自由貿易を巡る、イギリスの経済学者ジョン・メイ

ナード・ケインズと日本のジャーナリスト石橋湛山の思想や政策論の比較を

行う。筆者は昭和に入って以降日本の外交が急激に劣化した背景として、大

日本主義の隆盛の前に湛山らの小日本主義が敗北していったことがあるので

はないかと考えている。小日本主義では、自由貿易体制のなかで日本の国益

を守っていくために巧みな外交手腕が必要とされる。しかし、大日本主義で

は一国的な対外膨張だけが是とされるため、外交によらない武力的な解決策

が指向されることになるからである。

湛山は言うまでもなくケインズの紹介者でもあったわけだが、逆に、湛山

の思想との比較を通して、ケインズが戦間期に見せた対外経済政策の転換の

本当の意味が明らかになる面もあると予測している。つまり、この比較はケ

インズ政策思想の本質を解明するにも役立つのではないかと考えられるのだ。

第 1次世界大戦後、ホブスンらの経済学者が自由党から労働党へと移籍す

るなかで、ケインズがニュー・リベラリズムの立場から自由党左派の経済政

福岡大学経済学論叢 第68巻 第２号，105-119p（2024.3） 論 説

投資の内と外：ケインズと石橋湛山

山 﨑 好 裕
＊

＊
福岡大学経済学部
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策上のブレーンになる。戦後のイギリスはインフレを伴う好景気になったも

のの、1921 年以降は一転してデフレ不況に陥った。ケインズは財務省とイン

グランド銀行を厳しく批判するとともに、1924 年 8 月に発表した論説を皮切

りに対外投資批判を開始したのだった1。

自由党が閣外協力することで成立した労働党内閣は短命に終わり、その後

の総選挙で成立した保守党のボールドウィン内閣は 1929 年 6 月までの長期

政権を維持した。保守党内閣はケインズら経済学者の反対を押し切り、戦前

の平価での金本位制復帰を強行することになる。金本位制化で公共事業を拡

大することは輸入増加を通じて国際収支を悪化させる。これを防ごうとすれ

ば、保護関税を課さざるをえない。だが、ケインズは少なくとも 1929 年まで

は完全な自由貿易を主張し続けた2。

そんななか、1926 年にアスキスに代わって自由党党首となったロイド・

ジョージは、1929 年 5 月の総選挙に向けて、国債発行を通した大規模な公共

事業による失業対策を表明した。こうした自由党の方針をケインズは支持す

る。ケインズは、自由貿易と軍備縮小によって国際平和を維持することに重

点を置いた主張を繰り広げていたのである3。

石橋湛山はケインズより 1 歳年下の同時代人である。1921 年から 1922 年

にかけて開催されたワシントン会議では、第 1次世界大戦後の太平洋・極東

地域における国際秩序について議論されることになっていた。湛山はこれに

先立ち、一連の論考を発表する。湛山は、東アジアでの権益を放棄して軍事

費を最小限に抑えることで、日本は自由貿易のメリットを最大限に享受でき

ると主張した。このように軽武装の通商国家として経済的繁栄の道を探ると

いう主張を小日本主義と呼ぶ4。

1 松永（2020）、35ページ。
2 同上、37 ページ。
3 同上、39ページ。
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これに合わせて湛山は太平洋問題研究会というグループを立ち上げて、よ

り実践的に国際平和を訴える活動をしていく。彼らは、国際紛争に繋がる他

国侵略欲求の除去、保護主義の排除と自由貿易の普及、民族自決主義と軍備

撤廃運動などを主張した5。

だが、現実に小日本主義の路線は日本政府の取る所とはならず、無謀な戦

争を経て終戦を迎えるのである。戦後、日本はほぼ湛山が主張したような

路線を取ることになり、高度経済成長を経て経済大国化の道を歩むことに

なった。

今また、コロナ禍以降の不安定な世界経済状況のなかで自由貿易の正当性

を揺るがすような事態が多く起きている。日本でも防衛力増強が当然のよう

に政府によって進められるなど、1920 年代を髣髴とさせる局面が少なくない。

同時代人としてユーラシア大陸の東西の端で自由主義と国際平和の旗印を掲

げたケインズと湛山の思想と政策を、現代の我々が思い起こす意味は大きい

のではないだろうか。

1 ．ケインズにおける景気対策と国際収支

ケインズは 1924 年 8 月 9 日発行のネイション・アンド・アシニーアム誌に

「対外投資と国民の利益」と題した論説を発表した。このなかでケインズは

対外投資の有効性を否定するものではないと断ったうえで、その適正なバラ

ンスを図ることに注意を促している。

二つの投資対象があったとし、一つは国内証券、いま一つは外国証券で、

同じくらいの支払拒絶、接収または利益を制限する立法が生じうる可能

4 鎮目（2018）、3ページ。
5 同上、4ページ。
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性を伴っていたとしましょう。どちらをえらぶかは、個々人の投資家に

とっては同じことです。しかし、国全体としては、一方の場合には投資

対象と投資の果実が国内にとどまります。他方のケースでは両方とも失

われます。ポプラ― 〔ロンドンの東部の労働者居住地区〕の住宅ローン

が支払不能になったとしても、国としては住宅を持っています。カナダ

のグランド・トランク鉄道が法律によって料金を制限されたとか、その

他の理由で株主の期待にそむいたとしたら、われわれはなにも持ってい

ないことになります。ロンドンの地下鉄が株主の期待にそむいていたと

しても、ロンドン人はそれでも地下鉄網を持っています6。

ケインズはここで、国内投資と国外投資が投資をする国民にとってもたら

す効果の違いを、一般の人にわかりやすく身近な例えを使って述べている。

利益を考える投資家や企業にとって国の内外を問わず�けられる対象に投資

をするのは当然の理であろう。しかし、国内投資は国民の雇用を生んだり、

実際に国民が利用可能な実物資産を増やしたりするのに対して、国外投資で

はそうした投資の実際の効用は外国の政府や外国人たちのものになってし

まう。

ケインズは次に、国外投資のもう一つの効用である、国内製品の輸出を増

やす効果を検討する。

この種の投資がわが国の輸出を刺激するということが、この種の投資を

正当化するための主要なそして十分な理由であるといわれるのがしばし

ばです。これはたしかにそうです。しかし、私は輸出が、所望の輸入に

対する支払いのために必要とされるのでないかぎり、輸出それ自体に特

6 西村（1998）、323−324 ページ。
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に価値があるとは思いません。国の中から財をはき出すのが重要なこと

であるという考えは、分別のある考えではありません。対外投資は輸出

を増大させることによって雇用を刺激します。たしかにそうです。とは

いえ、それによる雇用の刺激は、国内における同額の投資による雇用の

刺激よりもほんの少しでも大きいということはありません7。

ケインズは経済学の知見として全く正しいことを言っている。国外投資は

同額の輸出増をもたらさざるをえないということである。1年間の国民所得

は 1年間に国内で生産された財貨の総額に等しい。そのうち、我々国民が大

半を消費する。国民所得から消費を引いたものを国民貯蓄と呼べば、この段

階で国民貯蓄と同額の財貨が、未だ販売されずに残っていることになる。こ

のうち、国内投資分は企業が購入することで販売される。だが、国外投資分

は販売されずにまだ残ってしまう。それでも国民所得として販売が実現して

いるのであるから、誰かが購入していなければならない。購入者は国内には

いないから外国が購入している。こうして、国外投資分が必ず輸出されると

いう理屈になる。

ケインズが言っているのは、輸出増を目的に国外投資をする、という類の

議論は本末転倒であるということだ。国民が購入しない財が輸出されている

だけの話なのだから、その分の生産を国民が必要とする財に振り向けた方が

国民としては幸せなのではないだろうか。輸出財の生産に充てられている労

働を国内で受容される財に振り替えたところで雇用は減少しない。だが、国

外投資されて相手国の雇用を増やすだけになっている所得を国内投資に振り

替えれば、確実に国内の雇用が増加するのである。

7 同上、324 ページ。
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昨年、わが国は投資市場を経由したものの約三分の二を海外に投資し、

それはたぶんわが国の総貯蓄の二分の一から三分の一の間に相当します。

私の信ずるところでは、これの大部分は国内で投資することが有用であ

り、わが国の設備が人口および理論的な生活水準と歩調を合わせて成長

することができるためには、将来はそのように利用されなくてはならな

いのです8。

本稿第 3章で私たちは現代日本の国外投資の水準を見るが、ここでケイン

ズが示す国民貯蓄の 3割から半分という国外投資の大きさはかなりのもので

ある。実際、1920 年代のイギリスはそうであっただろうし、それが国内産業

の衰退と国内雇用の減少を招いた原因であったことは想像に難くない。

2 ．石橋湛山の小日本主義と軍備縮小

石橋湛山は大正 10（1921）年の 7 月 30 日、8 月 6 日、8 月 13 日の 3 回に

分けて『東洋経済新報』の社説に「大日本主義の幻想」と題する論説を連載

した。湛山は大日本主義者が朝鮮、台湾、樺太、満州を抑えておく必要があ

るとする論点を、経済的・軍事的の両面から打ち消していく。

三地を合せて、昨年、我が国はわずかに九億余円の商売をしたに過ぎな

い。同年、米国に対しては輸出入合計十四億三千八百万円、インドに対

しては五億八千七百万円、また英国に対してさえ三億三千万円の商売を

した。朝鮮・台湾・関東州のいずれの一地をとって見ても、我がこれに

対する商売は、英国に対する商売にさえ及ばぬのである9。

8 同上、345 ページ。
9 石橋（1984）、102−103 ページ。

( ６ )

− 110 −



植民地は通商の相手ではなく天然資源の供給地である、という予想される

反論にも、湛山は攻撃を加える。

我が工業上、最も重要なる原料は棉花であるが、そは専らインドと、米

国とから来る。また我が食物において、最も重要なるは米であるが、そ

は専ら仏領インド、シャム等から来る。その他石炭にせよ、石油にせよ、

鉄にせよ、羊毛にせよ、重要というほどの物で、朝鮮・台湾・関東州に、

その供給を専ら仰ぎ得るものは一もない10。

植民地が軍事的な戦略用地として必要であるという議論も、湛山は論理的

ではないとした。湛山によれば、国防上植民地が必要なのではなく、植民地

を維持するために国防費を必要としているのである。つまり、政治家は原因

と結果を逆に考えてしまっている。

論者は、これらの土地を我が領土とし、もしくは我が勢力範囲として置

くことが、国防上必要だというが、実はこれらの土地をかくして置き、

もしくはかくせんとすればこそ、国防の必要が起るのである。それらは

軍備を必要とする原因であって、軍備の必要から起った結果ではない11。

湛山は、植民地に多額の投資をして経済開発をするくらいなら国内に投資

をして国民を雇用した方がよほど良いと言う。それはまるでケインズの論説

を先取りするかのようである。

10 同上、103 ページ。
11 同上、107 ページ。
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人口稀少にして、先方に利用すべき労力がない場合は別であるが、しか

らざる限り、労働者は先方の者を使い、資本と技術と企業能力とだけを

持って行く。その上に労働者も持って行くなら、持って行っても、勿論

差し支えないが、それは必ず持って行かねばならぬものでもない12。

こうして湛山は論理的に考えて、いかなる面から見ても大日本主義は合理

的な選択ではないと結論付ける。日本を守り、日本の国益を守っていくには、

道徳の力によるしかなかろうというのが湛山の見立てである。

朝鮮・台湾・樺太・満州という如き、わずかばかりの土地を棄つること

により広大なる支那の全土を我が友とし、進んで東洋の全体、否、世界

の弱小国全体を我が道徳的支持者とすることは、いかばかりの利益であ

るか計り知れない13。

3 ．現代日本の国内投資と国外投資

国内で無から 1年間に生み出される付加価値の総額である国内総生産は、

生産面、分配面、支出面の三つの顔を持っている。それは国内で生み出され

た最終製品の総額でもあり、同額の所得として分配された後に支出されて、

やはり同額である製品を全て購入することになる。

日本の場合、国内総生産の過半が消費というかたちで処分される。その残

りが貯蓄といわれる金額である。その限りで、貯蓄額と同じだけの最終製品

が未だ消費されずに残されている。

企業や政府が耐久性のある建築物や設備、機械を購入することを投資と呼

12 同上、110 ページ。
13 同上、121 ページ。
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んでいる。国内で行われる投資を国内投資と呼んでおこう。しかし、貯蓄の

一部は国外で建物や設備を新造する直接投資や、国外の株式や債券を買う証

券投資に回されることもある。この場合、国内では支出されないので、国外

投資分の国産最終製品が未だ売れずに残っている。

実際には今説明したような時間的順番があるわけでなく、国内総生産の生

産面、分配面、支出面の循環は年間を通じて都度相互的に繰り返されている

から、金額的な不整合が発生することは原理的にありえない。以上のことか

ら、国内投資まで含めて国内的に販売されなかった製品は、必ず海外に売り

捌かれているはずなのである。このため、第 1章で見たように、国外投資額

は金額的に必ず貿易黒字、つまり、その年の輸出額マイナス輸入額に等しく

なるという関係が成り立つ。

図 1に 1994 年から 2021 年までの国内消費と国内貯蓄の積上げ面グラフを

示した。いちばん上のラインが日本の GDPの推移である。リーマンショッ

0.0

100,000.0

200,000.0

300,000.0

400,000.0

500,000.0

600,000.0

国内消費

国内貯蓄

図 1 国内貯蓄と国内消費（10 億円)

出所）内閣府ホームページ GDP統計 2023 年確報より筆者作成｡
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ク後に大きな落ち込みが、コロナ禍初年に小さな落ち込みが見られる。国内

貯蓄を下にして積み上げているので、間のラインで国内貯蓄の推移を見るこ

とができる。それによれば、リーマンショック後の落ち込みから金額的に回

復しているものの、期間全体で現在まで傾向的に減少していることが見て取

れる。

図 2は、その国内貯蓄がどのような投資先に向かったかを折れ線グラフで

しめしたものである。金額的にいちばん多いのは国内民間投資であり、リー

マンショック後に急降下した後、コロナ禍前年まで直線的に回復してきた。

しかし、1990 年代半ばの水準までは未だに回復していない。

国内公共投資は、政府の財政再建路線を反映して 2010 年くらいまでは緩

やかに減少している。しかし、その後、東日本震災からの復興投資やその他

の国土強靭化投資を反映して緩やかな U字を描いている。

対外投資であるが、2010 年ほどまでは毎年一定額程度なされていた。しか
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図 2 国内貯蓄の投資先（10 億円)

出所）内閣府ホームページ GDP統計 2023 年確報より筆者作成｡
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し、その後マイナスとなり、一時プラスになったものの近年も若干のマイナ

スで推移している。対外投資がマイナスの意味であるが、日本から国外に投

資される金額に比べ、国外から日本が受け入れる投資額の方が大きかったと

いう意味である。

だが、筆者は以上の金額が日本の国外投資の実態を表わしているとは思わ

ない。取り上げた期間を通じて、国内総生産を国民総所得が常に上回ってい

た。この差額は日本企業や日本人投資家が海外であげた収益に相当する。筆

者の見当では、国外貯蓄と呼ぶべきこれらの金額は、国内に還流することな

く全額現地で再投資されたり、証券投資の含み益のかたちで残留したりして

いると考えられる。

ここで用語を定義しておこう。まず、国内総生産からの国内貯蓄と上記の

国外貯蓄を併せて、日本人の国民貯蓄と呼ぶことにする。そして、国外投資

を、国内総生産からの対外投資と海外での収益の再投資の合計と定義するこ

とにしよう。

図 3は、国民貯蓄がどのような投資先に向かっているかを積上げ面グラフ

で表したものである。いちばん上のラインが、国内貯蓄に海外での収益を加

えた国民貯蓄の推移を表わしている。これまでの図との重要な違いは、いち

ばん上に積み上げられた国外投資の重みが大幅に増していることである。

図 4は、図 3で表した国民貯蓄の投資先別の金額を割合の積上げ棒グラフ

で年別に表現している。折れ線グラフは第 2軸で測った国民貯蓄の実額であ

る。これは図 3のいちばん上のラインと同じものである。

国内民間投資の割合が上がって下がる動きを見せて現在 6割程度であるの

と対照的に、国内公共投資は縮小傾向を見せながら 2割程度の水準を保って

いる。問題は国外投資である。著しく割合を縮めた時期があったものの、近

年では 15％ほどをキープする安定的な投資先になっていると言えるであ

ろう。
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これはケインズが指摘した、1920 年代イギリスの 30％以上から見ればそ

の半分程度にすぎない。しかし、国内総生産と国民総所得の乖離が年々拡大

する傾向を鑑みれば、この割合が増していく可能性は大いにある。

筆者は、日本の経済成長率の低迷や賃金率の停滞の原因が必要な規模の国

内民間投資が行われていないことにあると見ている。その一方で国外投資が

急激にそのプレゼンスを増している。ケインズがかつてイギリスについて心

配していたことが、100 年後の日本で起こっているのではないだろうか。

おわりに

ケインズが書いていたことを思い出してほしい。投資家的観点からは国内

投資も国外投資も変わりはなく、投資が収益性の高いところに向かうのは必

然である。だが、国民的観点から見ると両者は全く違う。国内投資は国民に

有益な施設や働き場所を残すのに対して、国外投資は国民に関係のないとこ

ろに消えていってしまう。

ケインズも筆者も投資規制をせよと言っているわけではない。だが、日本

政府が政策手段を駆使して、有益な国内投資に国民貯蓄を導くことは可能で

あろう。少子高齢社会に対応したインフラは十分に整備されているであろう

か。また、今後日本で市場の拡大が期待される介護医療業界に高い生産性と

収益性をもたらすように、税制や補助金を使って育成することは行われてい

るだろうか。現在、介護医療業界はガチガチの規制産業である。規制緩和が

新規投資と技術革新をもたらす可能性はまだかなりあるように筆者には思わ

れる。

逆に規制強化が、新しい国内市場と投資案件をもたらす分野もある。

SDGsに対応する環境投資である。こうした分野へのグリーン投資が収益性

を持つようになるには、環境規制などの社会的規制の強化が必要であろう。
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既存の産業界からの反発は大きいかもしれないが、ニュービジネスを日本で

生み出せる可能性は高いと思われる。

最後に、保護主義の経済学者と誤解されることの多いケインズが、自由貿

易の擁護者であったことを確認しておきたい。

輸入を切りつめることによって、われわれは仕事の総量をふやすことが

できるかもしれない。しかし、われわれは賃金の総額をへらすことにな

るはずである。保護貿易論者は、彼らが仕事を作り出したということだ

けではなく、国民所得をふやしたということを証明しなくてはならない。

輸入は受取りであり、輸出は支払である。受取りを減らすことによって

国全体の暮らしがよくなるということをどのようにして期待しうるのだ

ろうか。関税のやることができることで、地震のほうがよりうまくやれ

ないことがなにかあるだろうか14。

植民地を増やしたからといって掛かりが増えるだけで、国民が豊かになる

ことに繋がらない。国民の生命・財産を守るのに軍備増強が最も効果的とは

限らない。石橋湛山は何となくそう見えるような見た目を疑うべきだと言っ

ているのだと思う。我々も経済学的に思考し、ケインズや湛山のようにトー

タルで何が得かを国民のために考えるべきである。
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はじめに

日銀は黒田前総裁から植田新総裁に交代した後も、デフレーション脱却を

目指した量的緩和策を続けている。量的緩和策は英語にも直訳されるくらい

欧米諸国にも普及したわけだが、その最初は日銀が行ったことにあると言わ

れている。しかし、デフレーション脱却を目指して通貨供給を増やそうとい

う政策は、考えてみれば実に古くから行われてきたということに気付かざる

をえない。

本稿ではそうした事例をイギリスと日本に求めるのだが、いずれの場合に

も金本位制の廃止およびそれへの復帰と結びついている。現代の通貨供給が

中央銀行の保有する貨幣用金と制度上無関係であることは多くの人が知って

いるところだろうが、本稿で取り上げるような時代には通貨供給は貨幣用金

の所蔵量によって厳しく制限されていた。

物価が通貨供給量によって一律に決定されるという考え方を経済学上貨幣

数量説と呼んでいるが、それが基本的に正しいとすればデフレーション脱却

福岡大学経済学論叢 第68巻 第２号，121-134p（2024.3） 論 説

イギリスと日本の金解禁論争：
現代の為替レートと物価を考える視点として

山 﨑 好 裕
＊

＊
福岡大学経済学部
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には通貨供給を増やす以外に方法はないということは自明である。ただし、

金本位制の時代には貨幣用金を増やさなければ通貨供給を増やすことはでき

なかった。むしろ、デフレーション自体が金流出によって通貨供給が削減さ

れることで起こっていたと考えられるのである。

中央銀行がデフレーションから脱却するために通貨供給を増やそうとして

も勝手にできない、というのが金本位制である。歴史的に金本位制は大きな

戦争のたびに停止されてきた。と言うのも、大きな戦争では多額の軍事費を

賄うために多量の国債発行が必要になる。これを購買する通貨を確保するた

めに中央銀行は通貨供給の増大を余儀なくされるのである。現代日本で、政

府が発行した赤字国債が金融機関によって購入された後で、日銀が通貨を発

行して大量に購入しているのとほぼ同じ事態が進行していたのだ。

だが、金本位制下ではそれは制度的に無理である。このため、非常時とい

うことを名目にして金本位制からの離脱が大きな戦争のために行われていた

のだ。ナポレオン戦争時のイギリスがそうであったし、第 1次世界大戦中の

イギリスや日本がそうであった。したがって、戦後に金本位制を離脱してい

る状態から金本位制に復帰するときにタイミングや平価水準を巡って論争が

繰り返されてきた。

本稿では、経済学者ジョン・メイナード・ケインズの著述を取り上げなが

ら、戦間期のイギリスにおける金解禁論争を吟味する。そして、それを下敷

きにしながら、やはり戦間期の日本における金解禁論争を検討することにし

よう。

ただ、本稿の目的は歴史的な事実としての金解禁論争を分析することには

ない。そうではなく、そこから物価と為替レートが通貨供給とどのように結

びついているかという現実的な関係を確認し、それを起点に現代日本で起き

ている事態を分析することが目的なのである。

( ２ )
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1 ．ケインズが見る通貨供給管理

ケインズはネイション・アンド・アシーニアム誌の 1925 年 3 月 21 日号で、

自らの金本位制に対する見解を明らかにしている。ケインズがまず指摘する

のは、金本位制と管理通貨制には常識に反して本質的な違いはないのではな

いか、という事実である。

完全に自動的で自動制御的金属本位というようなものはわが国では十八

世紀以来存在しておらず、たぶんその時代ですらそれは完全には自動的

なものではなかったのである。二〇世紀においてはこのようなものの最

良の、そして実際ほとんど唯一の例は大戦直前のエジプトの通貨である。

国の取引の大部分が現代的信用システムによって取り行われているとこ

ろでは、通貨の中央管理が必要なものとなる。中央管理の要素を現代の

状況の下で最小限度にしようとした最良の例は、連邦準備制度設立前の

アメリカの戦前の機構に見いだすことができる。事態はあまりにもひど

いものであった。特に一九〇七年の恐慌においてそうであった。そこで

管理体制を発展させることがすべての考え深いアメリカの銀行家たちの

最大の関心となった1。

通貨供給は現代において、銀行によって織り成される信用システムと密接

に結びついている。貨幣用金で制御できるようなプリミティブなものではな

いのである。だから、金本位制下であっても通貨供給を意識的に管理するこ

とは欠かせない。ケインズはアメリカの連邦準備制度が孕む不安定性を既に

はっきりと認識していた。そのケインズの懸念は、4年後の世界恐慌で現実

1 西村（1998）、397 ページ。

− 123 −イギリスと日本の金解禁論争（山﨑)

( ３ )



となってしまう。

ケインズは彼の時代に教訓を与える歴史的事実として、古典派経済学者た

ちがイギリスにおいて金本位制を確立しようとしていた時代の議論を取り上

げている。

一九世紀の間のイギリスの事態の推移は教訓的である。ナポレオン戦争

は二〇年以上にわたって不換の管理通貨をもたらした。これは大戦が一

〇年以上も同じものをわれわれにもたらしたのと同じである。現在と同

じく当時においても、戦時と戦後の状況の驚くべき困難の下での管理は

非難をあびせられた。政府財政のインフレとデフレに対する関係は十分

には理解されていなかった。当時においても今と同じく、悪い戦時財政

がインフレを生み出し、良い戦時財政がデフレを生み出すままにされた。

当時においても今と同じく、正統派は必要なことは金兌換の回復である

と主張した。そして一〇〇年ちょっと前には、この事業は堂々と遂行さ

れた。その結果はショッキングなものであった。わが国は二〇年も引き

続いて生じた信用の不調と恐慌を経験したが、それはわが国がそれまで

経験したことのない最も困難で苦しいものであり、わずかの差で革命を

免れたのであった2。

古典派経済学者リカードはナポレオン戦争後の紙幣減価の原因をイングラ

ンド銀行による紙幣の過剰発行が原因であると主張した。そして、旧平価で

金本位制に復帰するという主張をし、それが実行された結果、イギリス国内

は激しいデフレーションに見舞われたのである3。

リカードが過剰発行の証拠として挙げたのが金地金の価格騰貴と為替レー

2 同上、398 ページ。
3 中西（1979）、44 ページ。
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トの下落であった。ポンド紙幣が過剰になるとインフレーションが起こるた

め、金地金の価格も騰貴することになる4。また、インフレーションが起これ

ばその国の通貨の為替レートが下がることになる。ケインズも検討すること

になるこの考え方を、経済学上購買力平価説と呼んでいる。

これに対して、リカードの盟友でもあった経済学者マルサスは、リカード

の認識を基本的に認めながらも、リカード説への反対派の主張も一部認める

議論をしている。すなわち、為替レートが下落したのは、ナポレオン戦争中

イギリスが貿易赤字に陥ったからであると言う。貿易赤字分を決済するため

には、国際通貨である金がイギリス国内から国外へ流出する必要がある。こ

のため、イギリス国内に金地金が少なくなる一方で金地金への需要は変わら

ないので価格が騰貴したのではないか、と言うのである5。

いずれにしても、ケインズは金本位制への復帰を当時のイギリスが強行し

て急激に通貨供給を縮小したことに困難の原因があったとするのである。逆

に、もう少し弾力的な通貨管理ができればよかったのだというのがケインズ

の考えである。

われわれの通常の金準備を発券総額の（たとえば）四〇％に定め、その

後では金準備が通常のものとして採用されたこのパーセンテージを下回

るか上回るかにつれて公定歩合が上下した、とイングランド銀行管理者

が公表するままにすることができると想像する者は一人もいない。急激

で有害な変動を避けるためには、イングランド銀行が極度の予知能力を

用い、金の実際の流入と流出の生ずるずっと前に手を打ち、そして他方

ではこのような動きが例外的で一時的な原因によると判断されるときに

は金の移動を無視するということが必要であろう6。

4 同上、44−45 ページ。
5 同上、45 ページ。
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ケインズの主張はこうである。金本位制と管理通貨制に本質的な違いはな

い。高度に発達した現代的信用システムにあっては通貨供給の弾力的な中央

管理が欠かせないのである。それは、機械的に通貨供給を決めることでは成

し遂げられない。状況を見て自在に中央銀行が増減を調整する以外に方法は

ないのである。

2 ．通貨供給と所得および為替レート

同年の 5月 2日にもケインズは再びネイション・アンド・アシーニアム誌

に論説を発表した。ケインズはここで世論を考えると金本位制に復帰するこ

とはやむを得ないとした上で、金本位制からの再離脱を可能にする柔軟な対

応を財務省に求めている。その上で、やはり自分は現状での復帰には反対せ

ざるをえないとして、次のように述べる。

私の信ずるところでは、わが国の物価水準を為替平価で金に換算したも

のは、他国での金（建）価格に比べて高すぎる。そして、もしわれわれ

が国際貿易の対象にならない商品だけの価格とサービス、すなわち賃金

の価格をとると、これらは相当に高すぎる―五％以下ではなく、たぶん

一〇％―ことを見いだすであろう7。

ケインズが旧平価での金本位制復帰に反対している理由は明白である。そ

れは貿易財についてポンド高過ぎて、このまま復帰すれば貿易赤字に繋がる

可能性が高いということだ。さらに、非貿易財については 1割程度も他国に

比べて高いことになるというのである。そうなると現在は非貿易財であるよ

6 ケインズ前掲翻訳書、399 ページ。
7 同上、423 ページ。
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うなものでも輸入されてしまう可能性がある。

さらにケインズは 1週間後にも同誌に論説を発表し、財務省に対して前稿

で譲歩し過ぎたと訂正を施した。

一部の商品、すなわち国際貿易の原材料、たとえば綿花または銅の価格

はつねにその国際価格平価またはその近くにある。為替相場または信用

に何が生じても、それはこれらのものの金建価格を一つの中心地と他の

中心地の間で大きく食い違わせることはできない。さらに別の種類の商

品、すなわち輸入され、そして輸出される製品は、いかなる状況の下で

も、それらの国際価格平価を大きく上回るように動くことはありえない。

というのは、もしそうでなければそれらのものの貿易は生じえなくなる

からである。第三の種類のものがあり、住宅、個人サービスおよび鉄道

料金がその例であるが、これらは少なくとも一時的には、他の種類のも

のについての通常の平価から大きく乖離することがありうる8。

ここではあらためて貿易財と非貿易財の違いが具体的に示されている。先

ず国際商品市場で取引されるような一次産品については、常に国際価格が成

り立ち、違いがあってもすぐに訂正されるので国際的な一物一価が成立する

はずである。

工業製品のように先進国間で相互に輸出入されるような財については、貿

易収支によって調整が行われるので、国際貿易では大きな価格差が生じるこ

とはないであろう。たとえば、ある工業製品がアメリカでは安価でイギリス

では高価であるような状態が持続すれば、イギリス国民はその製品を専ら

アメリカから輸入することになり、イギリス国内で生産が行われなくなる

8 同上、427 ページ。
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だろう。

問題は国内で提供されるサービスに代表される非貿易財である。この場合、

貿易による調整は行われないため、内外価格差が持続することは当然ありう

る。しかし、それでもケインズはこの最後のものについてもやはり調整作用

が緩やかに働いていると考えた。

外国為替相場の購買力平価理論は、長期的にはこの第三の種類のものも

足並みをそろえるはずであるとする。なぜならば、もしそうならないと

すると、賃金水準と（外国の競争から）「庇護された」部門で生産される

が「庇護されていない」部門で消費される財とサービスのコスト（上昇）

の影響がわが国の競争力を大きくそこない、したがって為替相場が下が

るか、金が流出するかして、国内価格水準が全般的に押し下げられるこ

とになるからである9。

なぜ貿易の対象にならない財やサービスについても諸外国と等しくなるよ

うな調整が働くのか。ケインズの説明はこうである。たとえば、工業製品の

生産に原材料の流通のための輸送費が掛かるとする。イギリス国内の輸送費

が他国よりも高いとすると工業製品の価格が他国よりも高くなり、これに

よってイギリスの貿易は赤字化する。金本位制下では金が流出して通貨供給

が減るので、イギリス国民は支出を抑えて通貨を節約しようとするだろう。

こうしてイギリス国内の生産が減って所得が引き下げられるか、輸入が減っ

て貿易赤字が解消するかしてバランスが回復するのである。

こうして、非貿易財を他国より高くするような平価での金本位制復帰は、

必ずデフレーションを伴う調整過程を引き起こすことになる。変動相場制下

9 同上、427−428 ページ。
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では為替レートの増価が国内のデフレーションと相俟って起こることになる

だろう。かつて、日本で円高下のデフレーションが起こり所得の減少が見ら

れたが、それはケインズがここで指摘しているような関係によって当然のよ

うに起こった事態であった。

イギリスでのデフレーションの度合いを予測するために、ケインズは論考

のなかで金建の生計費を表にまとめて国際的に比較している。なぜなら、生

計費には多くの非貿易財への支出が含まれていると考えられるからだ。そし

て、次のように結論付けている。

この表は、これらの国が三つのグループに分かれることを示している。

第一は英国と為替相場が金平価に回復させられた英国以外の欧州諸国で

ある。第二は米国と英自治領である。第三はその他の欧米諸国である。

第一グループの国々は、他の二つのグループの国々との競争において、

一九一三年に比べて大きく不利になっているにちがいないことは明らか

である。この表こそがわが国の困難と見通しとの真の姿を示すものであ

る。通貨委員会と大蔵大臣とがそれを検討した様子は存在しない10。

3 ．日本における金解禁論争

日本が金本位制を採用したのは言うまでもなく、欧米との貿易を本格的に

開始した明治以降のことである。明治 4（1871）年、新貨条例を制定したこ

とで日本は金本位制を採用したと言われるが、開港場では貿易銀を認めてい

たため実際はまだ金銀複本位制であった。紙幣整理後の明治 18（1885）年、

日本銀行が銀兌換銀行券を発行することで日本は銀本位制を確立する。その

10 同上、428−429 ページ。
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後の銀の大暴落が起こったため、円の為替レートは金本位制を採用する欧米

に対して大幅に下落していった11。

明治 30（1897）年、首相兼蔵相の松方正義は正式に金本位制を採用する貨

幣法を第 10 回帝国議会に提出し、貴衆両院を通過して 10 月 1 日を以って金

本位制が施行された。これ以降日本と欧米との貿易が本格化していく12。後

に蔵相となる高橋是清はこのとき横浜正金銀行副頭取であった。

高橋是清はその後の日銀副総裁時代に日露戦時公債計 7億円の発行に尽力

している。だが、これによって正貨準備高を補填したものの、貿易赤字が常

態である日本では明治 43（1910）年、貨幣用金の残高は 3億円を切ることに

なった。国債の発行残高も 2 億 6000 万円とピークに達し、日本における金

本位制の維持に赤信号が灯った13。

大正 6（1917）年 9月 12 日、寺内正毅内閣は事態を打開するために金輸出

禁止措置を取った。これは同年 4月、第 1次世界大戦参戦に伴ってアメリカ

が金輸出禁止と金兌換停止の措置を取ったことに対応したものであった。こ

のとき、高橋是清は日銀総裁になっていた14。

大正 8（1919）年、横浜正金銀行頭取だった井上準之助が三島彌太郎に代

わって日本銀行総裁になった。井上はその後、金解禁論争の中心人物になっ

ていく15。井上は円の為替レートが極端に低かったことを理由にして、金解

禁時期尚早論を唱えていた。しかし、大正 15（1926）年に円の為替レートが

上昇したこともあり、金解禁を目指して経営状態の悪い銀行の整理を主張し

ていくことになった16。

11 川平（1994）、347 ページ。
12 同上、348 ページ。
13 杉山（2006）、130 ページ。
14 同上、134 ページ。
15 同上、138 ページ。
16 同上、149 ページ。
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昭和 4（1929）年、浜口雄幸内閣が成立すると浜口は即座に井上を蔵相にし

た。金本位制復帰を急ぐ必要があったからである。その理由として、既にフ

ランスが金本位制に復帰していたことや、設立が構想されていた国際決済銀

行の出資国になるためには金本位制に復帰していなければならなかったこと

が挙げられる。だが、それ以上に重要であったのは、英貨公債 2億 3000 万円

分が 2年後に償還されることになっており、借換えのために金本位制に復帰

する必要があったことである17。

同年 11 月 21 日、日本政府は翌昭和 5（1930）年 1月 11 日を以って金輸出

を解禁するという発表を行った。浜口内閣は昭和 6（1931）年 4 月に若槻礼

次郎内閣に交代したが、9 月 21 日にイギリスが金本位制を停止するという

事態に直面した。これによって日本も金輸出を再禁止するのではないかとい

う思惑が世界中に広がり、10 月、11 月の 2ヵ月で 2億 8000 万円の金が日本

から流出していった18。

若槻内閣は 12 月 11 日に総辞職し、犬養毅内閣に代わった。蔵相は井上か

ら高橋に交代し、同月 14 日には金本位制の再停止に踏み切った。井上は明

けて昭和 7（1932）年の貴族院議会で演説し、金流出が前年の内に止んでいた

なかでの金本位制離脱は無意味であるとして高橋を批判した。さらに、実際

にそうなったように、金本位制離脱で円の為替レートは急落したし、放漫財

政がインフレーションに繋がる危険性も指摘していた19。

高橋は二・二六事件で反乱将校によって殺害されるが、井上の軍縮路線に

よる財政の健全化を逆転させ軍備費の増大に道を開いたのは、実際は高橋そ

の人であった。高橋は財閥に投機的な利益を与えた金輸出禁止の当事者で

あった故に、皇道派将校から憎まれたのであろう。

17 同上、154−155 ページ。
18 同上、158−159 ページ。
19 同上、160 ページ。
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おわりに

金本位制の維持ないし復帰はデフレーションに繋がる。ケインズが金本位

制復帰に反対していていたのは、それがイギリス国内にデフレ不況を招き国

内産業を衰退させることを恐れたからであった。ケインズはデフレーション

を防ぐために貨幣用金の量に頓着せずに、デフレーションを阻止するための

必要な通貨供給を続けることを訴えたのであった。

日本では明治以降の欧米との貿易を安定的に続けるために金本位制を維持

し、離脱した場合はそれに復帰する必要があった。実際、金本位制を離脱し

た場合、円の為替レートは極端に下落していた。ただし、日本で為替レート

の下落はイギリスのように貿易を黒字化し、国内経済の発展を促進したわけ

ではなかった。国内の産業構造が未だに低レベルにあった戦前の日本では、

為替レートを低位に保ったとしても貿易収支を改善することはできなかった

のである。

したがって、井上は外債に依存する財政赤字を縮小し、国内産業を再編整

理することに力を注いだ。引き締まった財政構造と筋肉質の日本産業を作ろ

うとしたのだと言っていい。そのためには、必ずや金本位制に復帰して通貨

供給を規律正しく行うことが必要だったのである。

だが、日本におけるケインズ政策の先駆者とされる高橋は、金本位制の確

立に思想的に大きな貢献をしていたにも関わらず、戦争を目前にして早々と

金本位制再停止に舵を切ってしまった。それは時局的に必要であったかもし

れないが、過度に政治的な措置であったと非難されても仕方のない面がある。

結局日本産業は民生に資することを止めて軍需生産に注力していかざるをえ

なくなった。

規律なしに野放図な通貨供給を行ったという批判は、現代の日銀の量的緩

和政策にも向けられなくてはならない。表面的にはケインズ的に見えるかも

( 12 )
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しれないが、目標達成まで緩和を続けるというコミットメントは、ケインズ

が言う硬直的な通貨供給であったと言わねばならない。日銀は 2％のインフ

レーション目標を立てたにも関わらず未だに達成されていないし、当初から

言っているように達成の見込みはないと思う。

ただ、それは円の為替レートの下落には大いに効果を持った。と言っても、

円安が日本経済に貢献しなかったことは、貿易収支が赤字基調を続けている

ことからも明白であろう。その意味で戦前の日本と同じく、無意味な通貨供

給増大であったと言わねばならないのである。

ならば、通貨供給を急増させたにも関わらず、なぜインフレーション目標

は達成されなかったのだろうか。いろいろな表現は可能だが、極端な低金利

が通貨供給の効果を打ち消したと言っておくのが本稿の行論との繋がりから

言ってわかりやすいだろう。

ケインズが言っている通り、人々は支出を減らしても通貨を手元で保有し

たいという欲望を持っている。手放すことを嫌がれば支出が減り、モノが売

れなくなることで経済状況は悪化する。通貨は利息を生まないので、金利が

高くなれば通貨を保有しようとする気持ちが弱まるというのがケインズの考

えである。

金利が下がることで企業の銀行からの借入が増え国内投資が促進されれば

国内経済にとってプラスであろう。しかし、日本において国内投資を増やす

ようなインセンティブを企業が持っていないことは、既に明白ではないだろ

うか。

ケインズは金利が最低限以下にまで下がれば、人々は通貨を一切手放さな

くなると警鐘を鳴らした。それに該当する事態に現在の日本は陥っている。

最低限の金利を保ったままで通貨供給を増やせば、インフレーション目標の

達成も可能であったのかもしれない。しかし、長く続いた量的緩和政策は、

ゾンビ企業などと言われるように淘汰されるべき企業を存続させることで日

本経済の国際競争力を極端に弱めてしまったのである。
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はじめに

経済学と経営学は日本語では一文字違いであることもあり、ほとんど区別

ができていない人も多いのではないだろうか。また、多少の知識があっても、

せいぜい、二つは同じようなものだという認識を出てはいないような気が

する。

本稿は経済学と経営学が同じ経済事象を対象とする学問という共通性を持

ちながら、対象認識と使用概念において著しい違いを持っていることを明ら

かにする。筆者は、経済学よりも 100 年以上遅れてアメリカに生まれた経営

学が、当初は雑多な経営管理法の集積であったと考えている。だが、それが

一つの学問体系としての体裁を曲がりなりにも取るに至った背景には、アメ

リカにおける巨大企業の成長と発展があったことは明らかである。

さらに、そのような経営学の学問的自覚は、第 2次世界大戦後になって一

人の経営史学者によって成し遂げられた。その学者の名をアルフレッド・

デュポン・チャンドラーという。先ず、チャンドラーの生涯について簡単に

福岡大学経済学論叢 第68巻 第２号，135-147p（2024.3） 論 説

経済学と経営学の間：
アルフレッド･チャンドラーにおける市場と組織

山 﨑 好 裕
＊

＊
福岡大学経済学部
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触れておこう。

チャンドラーは 1918 年 9 月 15 日にアメリカ合衆国デラウェア州に生まれ

た。両親とも裕福な家系で、母キャロルは巨大化学メーカーを創始したデュ

ポン一族の一人である。父親が鉄道関係の仕事でアルゼンチンに赴任してい

たため、チャンドラーは幼いころの 5年を同地で過ごし、11 歳の時にアメリ

カに戻っている1。

学業ではフィリップス・エクスター・アカデミーを経て、祖父と父の母校

でもあるハーバード大学に進んだ。歴史学の専攻で 1940 年にハーバード大

学を首席で卒業した。親しいクラスメートでボート競技に汗を流した友人に、

後に大統領となるジョン Fケネディがいた。二人�って海軍に入隊すると、

チャンドラーは敵国の兵站輸送を阻止する攻撃作戦の作成などに従事した2。

1944 年に銀行家の娘フェイ・マーチンと結婚し、彼女との間にアルパイン、

メアリー、ハワード、アピーという 4人の子どもを授かった。1945 年 10 月、

ノース・カロライナ大学への入学を考えたが取り止め、翌年、母校ハーバー

ド大学大学院に進学した。1947 年、同大学院で歴史学の修士号を取得して博

士課程に進学した。大学院時代は社会学者パーソンズから薫陶を受けたほか、

経済学者シュンペーターが主催する研究所の研究に従事した3。

ハーバード時代に住んでいた大叔母の家で、曽祖父が鉄道業界誌の編集者

として集めたアメリカの鉄道産業の歴史資料を発見したチャンドラーは、博

士論文のテーマとしてアメリカ鉄道産業史を選んだ。その研究は高く評価さ

れ、1952 年、チャンドラーは博士号を授与されている4。

1953 年、チャンドラーはマサチューセッツ工科大学の助教授になり、1962

1 喬（2012）、107−108 ページ。
2 同上、108 ページ。
3 同上、108−109 ページ。
4 同上、109 ページ。
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年に教授に昇進した。1963 年にジョンズ・ホプキンズ大学に移った後、1971

年、母校ハーバードのビジネススクールの教授に就任した。1989 年、71 歳で

現役を引退し、2007 年 5 月 9 日に 87 年の生涯を終えている5。

このように、チャンドラーは経済学と歴史学を踏まえて経営史研究に従事

していた。そのことが、経営学が経済学とはどのように異なる分野であるの

かを自覚的に文章化する契機となったのだと思われる。

1 ．「見えざる手」から「見える手」へ

チャンドラーが 1977 年に出版した著作の現タイトルは「見える手」であっ

た。これは言うまでもなく、経済学の父と呼ばれているアダム・スミスの

「見えざる手」の向こうを張った書名であった。

経済の多くの部門において、マネジメントという�目に見える手�が、

かつてアダム・スミスが市場を支配する諸力の�見えざる手�と呼んだ

ものにとってかわった。市場は依然として、財貨とサービスに対する需

要の発生源ではあるが、しかし、いまや近代企業は、生産と流通の既存

の過程を通ずる財貨の流れを調整したり、また、将来の生産と流通のた

めの資源と人員を配分するという機能を、市場にかわって引き継ぐに

至った。こうして近代企業は、これまで市場によって遂行されてきた諸

機能をその手中に収めたため、アメリカ経済のなかで最も強力な制度と

なり、その管理者たちは、経済的意思決定者のなかで最も影響力を持つ

グループとなるに至った。それゆえ、アメリカ合衆国における近代企業

の台頭は、その結果として、経営者資本主義を招来することになったの

である6。

5 同上。
6 鳥羽・小林（1979）、5ページ。
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チャンドラーは経済学が市場を分析する学問であり続けてきたことと、そ

こでは企業が中身を持たない生産要素の集まりと考えてきたことが、もはや

現代アメリカの経済分析において妥当性を欠くようになったと考えている。

物理学における質点が質量だけを持ち、空間的広がりを持たないように、経

済学が考える企業もまた、その内部組織という具体的実体を持たないので

ある。

だが、現実にはアメリカの巨大企業は内部に多くの人材を抱えるとともに

複雑な組織を形成している。それが生産と流通を牛耳っている姿は、これま

での市場を中心にした経済学による分析では捉えきれないものである。ここ

に企業組織それ自体の構造と機能を明らかにする経営学という新たな学問体

系が必要とされる理由があった。

また、アメリカ巨大企業では所有者が経営の全面から退き、専門的な経営

者によって企業組織が運営されている。これをチャンドラーは経営者資本主

義という用語で表現している。それではアメリカ以外の国々では事態はどの

ようになっているのであろうか。

西ヨーロッパでも日本でも、第二次世界大戦後このような制約は減少し、

経営者資本主義の普及は、その速度を増した。戦争と戦後の経済上の必

要とが、新しい大量生産技術の採用を促した。国内市場もまた、国民総

生産が上昇し、所得がより均等に配分されるようになるにつれて、急速

に拡大した。ヨーロッパ経済共同体の出現が、市場をいっそう拡大させ

た。独占やこれに類する事業場の慣行を取り締まる法律ができた結果、

持株会社や家族企業のカルテルを存続させることが困難となった。階級

的な差別もまた不鮮明となった。有給の、ミドルはもとよりトップの管

理者をももつ大企業は、その規模においても数においても増大した。こ

うした大規模企業は、合衆国におけると同じく、管理的調整が最も効果

( ４ )
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をあげうるような産業に集中していた。ヨーロッパと日本で近代的な経

営者企業が普及するにつれて、専門家協会、専門誌、教育機関、コンサ

ルタントといった、専門的経営にとって必要な付属物一式が出現した7。

アメリカでは第 2 次大戦後になって経営学の発展が見られた。これは、

チャンドラーがここで指摘しているように、西ヨーロッパや日本を含めて世

界各国に経営者企業が出現したことにも対応している。

ヨーロッパでは古くから一族で経営を行う家族資本主義が一般的だった。

これが戦後はアメリカ同様経営者資本主義化していく。日本でも戦前は財閥

家族が持株会社を所有する金融資本主義が見られた。財閥解体はこの構造を

解消して、やはり日本でも経営者企業が全面化していったのである。

そのような経営者企業の登場において、やはりアメリカが先行したし、ア

メリカがその普及に果した役割は大きかった。経営資本主義のビジネスモデ

ルは、アメリカによって世界に広められていったのである。

近代産業企業―今日の巨大株式会社の原型―は、単一企業内における、

大量生産過程と大量流通過程を統合することによって生まれた。そして、

アメリカ産業における最初の「ビッグ・ビジネス」は、大量販売業者に

よって創設されたさまざまのタイプの流通組織と、大量生産の新しい諸

過程を管理するために開発されたさまざまのタイプの工業組織を、最初

に統合した企業であった。これらの企業は、大量加工処理の経済性を、

高率の商品回転と豊かな現金の流れに結びつけた最初の企業であった。

このような統合された産業組織は、アメリカにおける基礎的なインフレ

ストラクチャー―鉄道、電信および蒸気船網―が完成し、その運営手

7 同上、854 ページ。
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続きが完成されるに伴って出現した。この組織は、驚くべき速さで成長

し拡大していった。一八七〇年代末にはまだほとんど存在していなかっ

たこのような組織は、その後わずか三〇年以内に、アメリカで最も重要

な産業の多くを支配するようになった8。

つまり、アメリカにおいても経営者が管理する巨大企業の登場は、優れて

20 世紀的な事態だったということである。思えば、経済学者ヴェブレンが当

時アメリカで、そうした巨大企業を分析できない従来の経済学を批判すると

ともに、それらを対象とする新たな経済学を展望していた。その考えは後継

者となった経済学者たちによってアメリカ制度学派経済学として独自の展開

を見るのだが、その運動とアメリカにおける経営学の発展とは互いに影響を

与えながら、並行して発展していったと見なされる。

制度学派以外の経済学は、均衡がもたらす安定的な経済構造を明らかにす

ることを志向している。だが、経営学は時代と共に企業組織が変化し発展し

ていくことを前提にしてそれぞれの時代に有効な理論を形成しようとする。

思えば、ヴェブレンもまた制度の進化を分析することに自らの経済学の特徴

を見出していた。やはり、経営学は制度学派経済学と似ているのである。

2 ．経済学と経営学の方法論の違い

市場の機能に全幅の信頼を置き、企業間の競争が安定的な均衡をもたらす

と考える従来の経済学に対して、チャンドラーの批判は手厳しい。だが、そ

れは、経済学と経営学の真の違いを浮き彫りにする照明のような機能を果た

してくれる。

8 同上、409 ページ。
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一九三〇年代以降前に、経済学者たちはしぶしぶながらではあれ、その

存在を認めはしたが、それ以後彼らは深い疑惑の念をもって大企業を眺

めてきた。今日でも基礎的な経済理論の大多数は、依然として市場とい

う見えざる手によって導かれる小規模な伝統的企業によって管理される、

あるいは、少なくとも管理されるはずだという仮定のうえに、その立論

の基礎を置いている。このような理論によれば、完全競争はこうした単

一事業単位制企業の間にのみ存在しうるものであって、かかる競争こそ、

経済活動を調整し経済資源を配分するうえで、最も効率のよい方法であ

るとされている。したがって、近代的な複数単位制企業は、その管理的

調整活動それ自体によって、不完全競争と資源の不適正配分をもたらす

ものとされる9。

経済学が完全競争と定義している状態では、企業の数が多いため個々の企

業は生産量の調整を通じて市場価格に影響を与えることができない。逆に言

えば、消費者は個々の企業の思惑の届かない価格で比較的安価に製品を入手

できるのである。したがって、価格に不要な歪みがなく、適正な価格を通し

て人々に必要な財貨が社会全体に行き渡る。このような理由で、経済学では

完全競争が理想的な状態とされる。

だが、イギリスでもアメリカでも 20 世紀に入ってから完全競争に反する

ような観測結果が次々と経済学者に報告されるようになってきた。まとめて

言えば、個々の企業は、与えられた市場価格と生産費用との関係で生産量を

決めているのではなく、もっと生産したくても需要が限られているという理

由で生産量を少なめにしているということがわかったのである。このような

状況で企業は、値段が下がりすぎて損にならないように生産量を制限する。

9 同上、8ページ。
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結果、消費者は比較的高い価格で製品を購入しなければならなくなり、なか

には購入できない人も出てくるため望ましくないということになる。

こうした結論は、経済のプロセスに摩擦がない理想的な状況を考える経済

学から自然に導かれるものである。しかし、現実にはそうした理想的な状態

に経済はないであろう。現実に小規模な企業しかないことで生産にコストが

かかりすぎるということが起きているならば、巨大企業が大量生産すること

でかえって消費者に安い製品を提供することができるかもしれないのである。

また、そういう巨大企業であれば、大量輸送によって輸送費を節約できるた

め、全国どこにいても一定の価格で製品を入手できるようなメリットも消費

者にあるかもしれないのである。

経済学者たちはまた、管理的調整という問題を企業の理論に関連づける

うえでも、しばしば誤りを犯した。資本設備あるいは労働者数で表わさ

れる生産あるいは流通単位の規模の増大から生ずるよりもはるかに大き

な経済性が、生産と流通の過程を通ずる流れの綿密な調整から生ずるの

である。企業をたんなる一工場あるいは多数の工場と定義し、したがっ

て管理的調整の役割を考慮しない企業理論は、いずれも現実からはほど

遠いものである10。

チャンドラーが言う管理的調整とは、巨大企業組織を経営者が効率的に管

理し運営していくことである。まさに、経営学が分析するべき対象がそこに

ある。確かに経済学の企業理論はそれを無視してきたと言わざるをえない。

最初に経済学から企業組織の存在を説明したのはノーベル賞受賞者のコー

スやウィリアムソンだが、彼らは取引費用ということを言っている。取引費

10 同上、839 ページ。
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用というのは、資本や労働といった生産に必要な要因をプロジェクトのたび

ごとに集めるのではお金がかかりすぎるといった意味である。具体的には、

毎年生産をするたびに労働者を新たに採用し、その年の生産が終わったら解

雇するというのでは採用活動だけで多くのお金と時間がかかり、肝心の生産

活動にそれらを回せない。だから、働いてくれる労働者を雇って囲い込んで

おいた方が安上がりになる。これは資本というお金についても同じで、その

ために企業組織ができるというのが経済学の企業理論だ。

だが、これでは経済学が得意とする効率化の原理から、企業組織がなぜ存

在するかの根本的な理由を言っただけにすぎない。チャンドラーが言ってい

るのは、管理的調整が果たすより積極的な役割を分析しなければ、現代企業

の本質を掴めないだろうということである。

たとえば、企業組織をまとめきれない経営者では、その企業の業績は落ち

てしまうだろう。現実に管理的調整の巧みさや経営者の手腕こそが企業業績

に大きな影響を与えているのである。経営学が分析しようと志向するのはこ

ちらの方なのだ。

3 ．経営者企業と企業戦略

戦略というタームは経済学でもよく使われるが、それは人々が駆け引きを

行う状況の下でどのようなバランスが成り立つかを数学的に分析するという

意味においてである。経済学の一分野であるゲーム理論は、第 2次世界大戦

以降に出現し現在までに経済学全般に広く普及している。

おそらく、そのゲーム理論からの影響もあるのだろうが、チャンドラーは

博士論文のなかで企業戦略と企業組織の関係を主題的に扱った11。その名残

は、本稿が検討している 1977 年の著作にも色濃く見られる。
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水平的企業連合から垂直的統合へという戦略の移行が、アメリカ産業に

初めて経営者企業をもたらした。本研究の用語法においては、経営者企

業は、常勤の俸給管理者がミドル・マネジメントだけではなく、トップ・

マネジメントをも支配しているという点で、企業者企業と区別される。

企業を経営するのはもはや所有者ではない12。

チャンドラーは経営者企業発生の契機を、生産の川上から川下まで、さら

には流通と販売までをカバーする垂直統合企業が出てきたことに見ている。

それは、同業者を連合させ、水平的な合同企業を作るのとは全く質的に異な

る変化なのである。技術的に精密かつ正確な管理を必要とする垂直統合組織

では、プロフェッショナルな職業的経営者がその運営をする必要がある。

経営者企業の特色は、川上から川下までの垂直統合に限られない。同時に

それは他部門を一企業のなかに包含するという傾向も強く持っている。

近代企業は、多数の事業単位をその統制の下におくことにより、異なっ

た地域で営業するようになったばかりでなく、しばしば異質の経済活動

を遂行し、また異なったラインの財貨やサービスをも扱うようになった。

かくして、これら複数の事業単位の活動と、また各事業単位の取引とは、

11 戦略という同じ言葉を使っても、経済学と経営学ではその意味が大きく異

なるように思われる。ゲーム理論では、それぞれのプレーヤーが自分の戦

略を出し合ったときに各プレーヤーが得られる利得が最初から決まってし

まっている。だから、戦略と利得の関係は固定的で、それを前提に安定した

戦略の組合せを均衡、あるいはゲームの解として求めるのである。

だが、経営学で戦略という言葉を使うときは、何らかのこれまでになかった

価値のプラスが創造されるということが想定されているのだと思う。

つまり、経済学の戦略は静態的な場面、経営学の戦略は動態的な場面を前提

にしているのである。
12 同上、720 ページ。
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企業内に内部化されるようになり、市場メカニズムよりもむしろ有給の

管理者によって監視され調整されるようになったのである13。

チャンドラーは、このような垂直統合や多部門化を引き起こす原因を、有

給経営者が企業を管理するようになったことに見ている。つまり、巨大企業

化と経営者企業化とが相互に原因となり結果となって進行したということで

ある。

俸給経営者にとって、自らの属する企業が存続することは、その生涯に

わたる経歴にとって不可欠なことであった。したがって、彼らにとって

の第一義的な目標は、その設備を継続的に使用すること、したがって、

設備への原材料の継続的な流れを確保すること、であった。それゆえ彼

らは、企業の長期的な存続能力を維持するために、企業の所有者（株主）

ではなかなかできないような、現行の配当を縮小するとか、あるいは、

ときには配当を見合わせるといったことを、自ら進んで行なった。彼ら

はまた、原材料の供給減と販路の確保のために努力したばかりでなく、

既存の設備と人員とをより完全に利用するために、新しい製品やサービ

スへと手を広げた。そして、このような拡張が、その結果として、さら

に多くの労働者と設備を追加させることになった。また、もし高利潤が

得られるような場合には、彼らは、それを配当に支出してしまうよりも、

むしろ企業へ再投資する道を選んだ。かくして、企業組織を完全に利用

しようとする経営者の欲求が、企業のいっそうの成長のための持続力と

なったのである14。

13 同上、6ページ。
14 同上、17−18 ページ。
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巨大企業の経営者企業化は、職業経営者が「経営上の意思決定にさいして、

どちらかというと、現在の利潤を極大化する政策よりも、企業の長期的な安

定と成長に有利な政策を選好する｣15傾向に繋がった。経済学でも売上高最

大化や市場シェア最大化を企業の行動原理とする仮説が提出されてはきた。

しかし、現在に至るまで経済学で根本的には企業が利潤最大化を志向するも

のとされている。経営学から言わせれば、その点も経済学が現実的ではない

ことの証拠なのであろう16。

おわりに

チャンドラーが述べているように、巨大企業の成立には、鉄道、通信など

の 20 世紀における交通と情報伝達技術の発展という要因が決定的に効果を

持った。21 世紀の現代において、そこにインターネット通信の発展やビッグ

データの集積と AIによるそのスピーディーな解析という変化が加わりつつ

ある。

かつての垂直統合企業に代わって、国際的なサプライチェーンがクローズ

アップされて久しい。それに対応して、経済学出身の経営学者ポーターがバ

リューチェーン分析の方法を打ち出したりもした。これはサプライチェーン

全体を垂直統合なしに電子的に管理することで財貨の価値増加を図っていこ

うとする考えである。

また、アメリカの自動車産業ではチャンドラーが言った通りの垂直統合が

15 同上、17 ページ。
16 これに関して利潤最大化の進化論的な解釈というものがある。仮に究極の

ところで利潤最大化を志向しない企業があったとしても、そうした企業は

競争のなかで自然淘汰されていき市場からいなくなる。したがって、現存

する企業は意識的に利潤最大化を志向しているかのように考えていい、と

いうことである。

( 12 )
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進んだのに対し、日本の自動車産業ではアセンブリーメーカーと協力企業と

のフレキシブルな連携の下で迅速な製品開発とコスト削減が行われてきたと

いう実態がある。

いずれにせよ、チャンドラーの言う管理的調整は不可欠であり、それが経

済学ではなく経営学の分析対象であることは変わらないものの、管理調整の

範囲が一企業内にとどまらず複数企業関係全体に広がっていく傾向があるし、

そうした特色を持つ一国経済もあるということではないだろうか。

ダウンサイジングはアメリカでも日本でもかなり前から行われているが、

事業ポートフォリオの見直しと再編が進んでいる事態は現代的なものと言え

るかもしれない。通信速度の上昇や SNSの世界的な普及もあり、情報の伝

達スピードの高速化や個人間の繋がりやすさは我々の時代を特徴づけるもの

である。それは経済学の企業理論でいう取引費用の大幅な節減に繋がるから、

再び企業組織が柔軟化しさらには解体していく可能性もゼロではないかもし

れない。

企業による周辺業務の外注化が進み、フリーランスで事業を行う人々も多

くなっている。経済学の企業イメージである、資本と労働のその都度の結合

が将来的に現実のものとなるかもしれない。その場合、企業組織の分析と管

理方法の提示を主眼とする経営学の存在意義はどうなるのか。現実の企業で

も生産要素の囲い込みではなく、要素市場を通した資本や労働のその都度の

取引がメインになっていくのか。将来像は未だ明確ではない。

【参照文献】

喬晋建「チャンドラーと経営戦略論」熊本学園大学『海外事情研究』第 40 巻第 1号、

107−132 ページ、2012 年。

Chandler, A. D., The Visible Hand: The Managerial Revolution in American Business, The

Belknap Press of Harvard University Press, Cambridge, Massachusetts, 1977.（鳥羽欽

一郎・小林袈裟治『経営者の時代―アメリカ産業における近代企業の成立―』

東洋経済新報社、1979年。
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はじめに

日本がアジア経済の先頭を走り、それに韓国やシンガポール、中国といっ

た諸国が付いてくるといったイメージは、現在も日本人に広く共有されてい

るのではないか。もちろん、そうしたイメージが現実と合致している時代も

あったわけで、その時代なら現実の経済活動を牽引するビジョンとして一定

の意味を持っていた。しかし、その前提となる事実が崩れ去った時代にまで

そうしたビジョンが国民の共通認識として残ることには、寧ろ弊害の方が大

きいのではないだろうか。

なぜなら、それは政府の政策判断を大きく狂わせるであろうし、また、経

済の現場の人間の投資行動もまた歪めてしまうことになるからである。本論

文ではこのイメージをその淵源にまでuり、経済理論の発展史のなかに元に

なった理論を位置づけることを試みたい。その際、理論の含意と限界とが同

時に明らかにされるであろう。

また、現実の日本経済が現在アジアのなかで置かれている状況を客観的に

福岡大学経済学論叢 第68巻 第２号，149-163p（2024.3） 論 説

雁行型経済発展論の呪縛：
高度経済成長から失われた 30 年へ

山 﨑 好 裕
＊

＊
福岡大学経済学部
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把握することで、今後の日本経済についてのあるべきイメージ形成を図ると

ともに、とりわけアジア経済のなかで日本経済を正当に位置づける政策構想

にも言及することになるはずである。

日本の経済発展にアジア諸国が陸続と繋がるイメージは、経済学者・赤松

要によって戦前の段階で形成されていた。赤松は昭和 10（1935）年、論文

「我国羊毛工業品の貿易趨勢」を発表し、後に雁行型経済発展論と呼ばれる

ことになる議論の原型を示した。間もなく、綿製品についても同様の傾向を

見出した赤松は、昭和 12（1937）年、「吾国経済発展の綜合弁証法」を発表し、

この論文のなかで雁行型を示す有名なグラフを初めて描いている1。

戦後になると経済学者・篠原三代平が雁行型経済発展論を英語論文で紹介

するようになった。昭和 36（1961）年には赤松自身の英語論文「世界経済に

おける不均衡成長の理論」がドイツ・キール大学の雑誌に掲載された。政府

系エコノミストである大来佐武朗は昭和 60（1985）年にソウルで開催された

第 4回太平洋経済協力会議で会長に就任した際の講演で雁行的経済発展論を

紹介し、理論が広くアジア各国の政治家に知られるきっかけを作った。理論

面では赤松の弟子である小島清が、赤松にはなかった直接投資の議論を取り

入れるなどして現代経済学の水準に合うようなかたちで発展を試みた。小島

には『雁行的経済発展論』と題する 3巻からなる著作もある2。

本論文では、まず、赤松の理論、そして、小島によって説明を加えられた

理論を解明する。その後、経済データを用いて、アジア経済の構造変化と日

本の立ち位置の変化を確定していく。最後に、今後の日本経済の方向性を考

える上で、雁行型経済発展論に代わるビジョンは何かを考える。

1 池尾（2008）、43−45ページ。
2 同上、199−201ページ。

( ２ )
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1 ．赤松による雁行型経済発展論の原型

雁行という名称は、前章で見た赤松の最初の論文に既に現れてくる。赤松

は名古屋近郊の調査を踏まえ、羊毛工業について次のように書く。

モスリンは比較的はやく、かかる輸入、生産、輸出の各段階を次ぎ次ぎ

に経過したのであった。かような理由によって、吾々は一産業における

輸入、生産及び輸出の雁行的発展を定式化しうるであろう。まさに羊毛

工業においては、少くともモスリン、ラシヤ、セルヂス、毛糸の 4者は

彼等の間に前後の雁行関係があるとともに、その各輸入、生産、輸出に

おいて雁行的発展をなすのである。従って 3つの羊毛工業品は輸入、生

産、輸出の各段階を雁行的に通過し、歴史的には 3 つの系列よりなる

3つの雁行形態として現われるのである3。

この段階の議論で着目すべきは、未だ工業後進国の日本にとって、産業発

展は先ず輸入段階から始まり、自国での生産、そして、海外への輸出という

かたちで展開していくと考えられていることである。おそらく雁行的という

形容は羊毛製品についても次々と異なった製品が主力になっていて、旧製品

の後を新製品が追っていくことに向けられて名付けられたのだろう。

綿工業の調査を踏まえた次の論文では、輸入・生産・発展の 3段階が、旧

製品を後進の他国に譲って新製品に取って代わられることも明示的に述べら

れている。つまり、一国的な観点から国際的な雁行形態への着目へと変わっ

ているのである。

3 小島（2003）、7ページ。
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第 1期の完成品の輸入は主として完成消費財の輸入であり、第 2期の自

己生産の勃興は原料品の輸入とともに生産機械器具の輸入を伴うのであ

る。第 3 期の輸出産業化の時代は―生産手段は原料を含むが、ここに

は主として完成生産手段たる機械等を意味する―の自己生産を確立し

ているのである。さらにまた輸入は完成品よりも半製品、原料品へ移行

する。自己生産は半製品、粗製品より完成品、精製品へ、従って輸出は

また半製品、粗製品より完成品、精製品への傾向を伴うのである4。

さらに昭和 14（1939）年の論文「わが国産業の雁行形態―機械器具工業

について―」になると、雁行形態を多国間の関係として捉える視点が明確化

してくる。

最も重要な雁行形態の一は後進諸国の発展段階がそれぞれ異なることに

よって一つの産業のそれぞれの国における雁行的発展が時期のずれにお

いて次々に現われてくることである。たとえば日本が綿工業においてそ

の雁行的発展を完了したとき、インドの綿工業は雁行形態の第 2段階に

あることが可能であるし、当時の支那においてはまだ第 1段階にあった

ことが実証されるかもしれない5。

戦後になると昭和 41（1966）年、アメリカ・ハーヴァード大学のレイモン

ド・ヴァーノンによって、赤松の雁行型経済発展論と類似したプロダクト・

ライフサイクル論が発表された。既に一橋大学を定年退官していた赤松であ

るが、自らの議論とヴァーノンの議論との比較を行う必要性に迫られた6。

4 同上、8ページ。
5 同上、10 ページ。
6 同上、11 ページ。
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赤松の遺稿となった昭和 50（1975）年の論文「海外投資の雁行形態論」に次

のようにある。

貿易から投資への変化で、アメリカは革新的な資本集約型産業を外国に

投資するが、日本は初め労働集約型産業を後進国に投資し、それが次第

に資本集約型産業に高度化しつつあるようだ。プロダクトサイクルでは

投資はその革新産業で行われ、サイクル的系列はない。やがてそれがア

メリカに逆輸入される傾向にあり、現在のアメリカ不況の一原因でもあ

る7。

ここで赤松が投資と言っているのは直接投資のことである。直接投資とは、

ある国が外国企業の発行する証券を購入するといったかたちで外国に投資を

するのではなく、自らの工場や店舗を現地に進出させるかたちで直接的な海

外展開をすることに他ならない。

そのことを踏まえると、赤松はここでプロダクト・ライフサイクル論とは

異なった直接投資の順番を自らの雁行的経済発展論に見ていることがよくわ

かる。すなわち、アメリカでは機械化された高度産業からまず多国籍企業な

どにより海外展開に向かうのに対して、日本では自国で生産条件的に不利に

なった人手を多く使うような産業が海外に直接投資によって移されるという

のである。こうして雁行的経済発展論は、日本を中心とするアジア経済に最

もよく当てはまるという確認がなされているわけである。

7 同上、15 ページ。
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2 ．現代経済学から見た雁行的経済発展論

小島清は赤松の雁行的経済発展論を現代経済学によって説明しようとした。

順を追って確認してみよう。

一産業の生産方法の改善、生産能率の向上、コストの低下は、資本蓄積

が進み資本対労働比率が高まり、より資本集約的な生産方法に移ること

によって可能になる。他方、所与の労働・資本価格比率の下で、X財よ

りも Y財は、Y財よりも Z財はさらにいっそう、より資本集約的な生産

方法をとるとしよう。そうであるならば資本蓄積が進み一国の資本労働

比率が高まってはじめて、X財のほかにより資本集約的な Y財も、さら

に Z財も生産しうるに至る。つまり生産の多様化も資本蓄積の関数と

みなしうる8。

経済学で資本とは企業が保有する建物・機械・設備のことを意味する。こ

こでの説明は経済学では一般的なことだが、生産に必要な二大要因である資

本と労働の一国内での割合を前提にしているのである。

現代の経済学における標準的な貿易理論では、どの国がどの製品を作るか

という国際的な分業関係は資本と労働がどれだけその国にあるかという割合

の大小によって決定される。資本に比べて労働が多い国では、繊維製品など

比較的労働を多用する労働集約型の製品に特化し、これを輸出する。逆に、

資本が労働に比べて多い国であれば、自動車などの資本を多用する資本集約

型の製品に特化し、これを輸出する。

なぜそうなるかといえば、そうした方が製品の価格が安くなり、輸出が容

8 同上、20 ページ。
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易になるからである。労働が比較的多い国では労働の価格である賃金が、資

本の価格である利益率に比べて相対的に低く、結果労働集約型の製品を生産

した方が、値段が安くなる。これに対して、資本が十分に蓄積されている国

では、賃金が高くなっているのに対して資本の価格である利益率が低下して

いるので、資本集約型の製品の方が、値段が安くなり、結果的に海外に輸出

されるようになるのである。

こうして、資本蓄積の進んだ先進国では繊維製品が作られなくなる一方で

自動車産業の生産が伸びていき、繊維製品の生産の方は労働が相対的に多く

賃金が安い後進国に移動していくことになるのである。これが雁行型経済発

展に他ならない。

こうして資本蓄積が進むにつれて生産の能率化と多様化との二つが可能

になる。しかし両者の間にはかなりの選択の余地が残されており、そこ

に興味ある国際分業の動態問題が発生する。即ち、資本蓄積が進み資

本・労働賦存比率が高まるにつれ、第 1に、労働・資本価格比率を低く

抑えておけば、より資本集約的な財も生産できるように、生産の多様化

をはかりうる。だが第 2に、より資本集約的な財の国際競争力を高める

には、労働・資本相対価格を高め、生産の効率化をはからねばならない。

第 3に、労働・資本相対価格が高まると、より労働集約的な財の生産費

は高まり、比較劣位に陥る。より有利な産業への転換か（構造調整の必

要）海外直接投資進出かを求めざるをえなくなる。これらの選択に直面

しつつ、生産の多様化と、多様化した各生産の能率化、さらには比較優

位弱化産業の海外直接投資進出をくり返していくのが、一国産業発展の

動態なのである9。

9 同上。
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人口、したがって労働はそれほど増えないなか、経済発展は資本蓄積を推

し進めるから、労働集約型の製品から資本集約型の製品へ向けて生産のバラ

エティが広がっていく。先進国であるから、それぞれの生産も効率化が進め

られて生産や輸出も維持されるであろうが、やがて、生産費的に国内生産が

割に合わない状況になり、生産の停止と輸入の開始に転換するであろう。

それまで労働集約型の製品を生産していた企業は国内生産の停止を余儀な

くされる。だから、こうした企業のなかには、輸出先にしていた国に直接投

資による進出を試みる企業もでてくる。さらに、そうした外国で安い労働を

使って生産をすれば、自国への逆輸入も可能になるかもしれないのである。

こうした雁行型経済発展の事例として小島があげるのも、日本を中心とし

たアジア経済である。

雁行的経済発展が、労働集約財から資本集約財、さらに資本知識集約財

へ、経済発展段階の高い NIEsからより低い ASEAN諸国、さらに中国、

ベトナムなどへと、東アジア地域に国際的伝播をひき起こした。日本か

ら見ると直接投資前線の拡延である。後発国から見ると、彼らの直接投

資・輸出主導型の成長である。相当に長い期間を必要とするが、これが

成功するとして、果たして東アジアの域内分業・貿易構造はどんな姿に

なり、繫栄するであろうか。それを促進するための域内統合も課題に

上ってくる10。

確かに 30 年ほど前まで多くの経済学者が小島と同様の展望を持っていた。

一方、多くの日本国民は未だに、アジア経済を見るときに今もそれほど変わ

らぬイメージを用いているのではないだろうか。

10 同上、43 ページ。
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小島はアジア各国間での貿易について、まずは先進国・後進国間での垂直

貿易を基本的なものと考えている。

発展段階格差が存在する 2国間では、これまでに説明したような大きな

カテゴリーの商品群―労働集約的軽工業、資本集約的重化学工業、資本

知識集約的機械工業といった―それらの間の生産分業が比較優位原理

にしたがって喚起される。これは完成消費財と中間財・資本財の交換と

いう垂直貿易である場合が多い。かかる発展段階格差垂直貿易が、発展

段階格差の変化に伴い、各国の多様化と能率化の構造変化をひき起こし

つつ、創造され拡大していく。そして各国に直接投資・貿易拡大の相乗

利益をもたらしつつその成長を加速させる11。

雁行的経済発展をしている地域での貿易形態はこのような垂直貿易が一般

的であろうが、同じような産業レベルの製品どうしが域内で交換される水平

貿易も起こりうると小島は述べている。

先進国（日本）で比較劣位化してきた X財は、直接投資を媒体として後

続国の比較優位財となるのであるが、この類似商品群のヴァラエティに

つき、水平分業或いは合意分業が推進されてよいのである。こう考える

とアジア地域での域内貿易拡大の余地は決して小さくない。多くの国が

同じ�間商品に注目することから生ずる過剰供給は避けられねばならな

い12。

11 同上、43−44 ページ。
12 同上、44−45 ページ。
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このようなアジア経済内での水平貿易の場合でも、やはり日本が最先進国

であり、その後に諸国が雁行的に連なるという視点が貫かれている。ただ、

日本で言う失われた 30 年の間に、そのような雁行的形態は大きく変化した

のではないか。また、それが失われた 30 年の原因ともなっているのではな

いか。次いでそのことを検討してみよう。

3 ．データで見る雁行的経済発展の変容

この 30 年間で日本経済の規模に韓国や台湾も接近してきたが、何と言っ

ても大きな変貌を遂げたのは中国経済であった。図 1 は中国と日本の過去

30 年間における GDPの推移を折れ線グラフにしたものである。為替レート

変動の影響を除去するために敢えて通貨単位を統一せず、中国は億元、日本

は 10 億円を単位に表示している。
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図 1 中国と日本の GDP の推移

出所）『中国統計年鑑』2022 年度版、2021 年度『国民経済計算』から筆者作成（2023 年 10

月 9 日確認）｡
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一見して気付くのは、中国経済の急激な拡大と日本の 30 年に渡る停滞状

況であろう。日本の GDPが全くと言っていいほど変化しなかったのに対し

て、中国経済はこの 30 年間で 24 倍の規模に膨らんでいるのである。

もし日本が雁行的経済発展の先頭を走っているなら、このようなことはな

いはずである。雁行的経済発展論の先頭国のイメージは、次々と新しい製品

生産に乗り換え、そして後進国をリードしながら拡大していくというもので

はなかったか。現在の為替レート 20 円／人民元で換算すると 2021 年の

GDPは、中国が日本の 4倍を超えている。

日本ではなく中国がアジア経済を牽引している現状は、経済成長率をグラ

フ化することで一層はっきりする。図 2 は過去 30 年間の中国と日本の経済

成長率をグラフにしたものである。

中国の経済成長率にも上がり下がりはあるが、30 年間ほぼ一貫して年率で

10％という高スピードの経済成長を達成している。だが、日本はプラス 2％
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図 2 中国と日本の経済成長率の推移

出所）『中国統計年鑑』2022 年度版、2021 年度『国民経済計算』から筆者作成（2023 年 10

月 9 日確認）｡
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程度の年はあるものの、マイナス成長も見られるため、平均した経済成長率

はほぼ 0％ということになりそうである。この意味で失われた 30 年という

実感は経済成長率を見た方が露骨に感じられるかもしれない。

赤松はアメリカの多国籍企業が製品のライフサイクルに合わせて、先ず先

端製品から海外直接投資に乗り出すことを指摘していた。それに対して、日

本企業は、国内の賃金上昇によって比較劣位に陥った労働集約型の産業にお

いて海外直接投資を行うという観察であった。

事実、1980 年代まで日本企業は労働集約型の産業から、賃金の安い中国へ

と移転させていったと思う。そして、それが中国の経済発展の基盤となった。

だが、中国が経済発展を目に見えて遂げると、市場が縮小する日本を見限っ

てかなり資本集約的な産業も中国に直接投資で移転するようになった。こう

したことが日本以外から中国への投資とも相俟って、この 30 年間の中国経

済の急成長に繋がったわけである。

雁行的経済発展においては、先進国はいち早く先端製品の生産に着手し、

国内需要を満たした後はそれを後進国に輸出する。先進国から陳腐化した商

品の生産をバトンタッチされた後進国は、もちろんそれらを先進国に輸出す

るのであるが、概して先端製品は高価で陳腐化した製品は安価なので、先進

国は貿易黒字になり、後進国は貿易赤字になると考えられる。

だが、図 3を見る限り、かつては 10 兆ドル程度あった日本の貿易黒字が近

年は大幅なマイナスを記録する年も多くなり、また、プラスであってもせい

ぜい数兆ドル止まりとなっている。これは日本が雁行的経済発展の先頭国の

地位を、遅くてもここ 15 年くらいの間に完全に喪失したことを物語っている。

輸出入額そのものは 30 年前のそれぞれ 40 兆円を少し超えたくらいから

100 兆円程度まで順調に伸びてきている。これは原油など国際商品価格の上

昇だけでは説明できないものである。

やはり、雁行的経済発展論の示すところに反して、日本が高付加価値品に

( 12 )
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ついても製品生産の基地を海外に移転したことが大きく響いていると考えて

よい。つまり、日本は製造機械や部品やモジュールといった半製品を海外に

輸出し、それを海外で組み立てて最終製品として逆輸入しているといった貿

易構造が想定されるのである。

おわりに

赤松らの雁行型経済発展論が当てはまった時代は、本論文で見てきたよう

に過去のものとなったと言っていいだろう。おそらく、その最大の理由は、

雁行型経済発展の先頭国であった日本が次に担うべき、次期の先端製品が見

出せなくなったことではないだろうか。

高度成長期には、軽工業品の後は石油化学や鉄鋼といった重化学産業、そ

して、自動車・計算機といった機械工業が順次現れ、日本がそれらを乗り換

えていくことによって急スピードの経済成長が可能になった。だが、現在そ
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60,000.00
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図 3 日本の輸出入と貿易黒字の推移（10 億円)

出所）2021 年度版『国民経済計算』から筆者作成（2023 年 10 月 9 日確認）｡
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のような新たな製品を見出すことは難しくなっている。

基本的に知識集約的な産業が中心となっており、それは製品として販売で

きるような性格を持たないプログラムといったものであり、広く各家庭に普

及するようなものではないであろう。それに加えて、PCや自動車なども性

能の標準化が進んでいて、必ずしも高度な産業技術を必要としなくなる傾向

がある。家電も高付加価値化があまり求められなくなり、自動車も電気自動

車のように技術的にはシンプルなものへとシフトしているので、日本に代

わって中国がその生産の中心となってきた。

このように、かつて雁行的経済発展が典型的に見られたアジア経済でも、

その状況は昔を再現できないほどに変わっているのである。そのような変化

のなかで、日本政府や日本人の経済発展イメージが従来のままであるのは非

常に問題である。

そもそも経済成長率が経済政策の到達目標になっていることは時代にそぐ

わない。さらに、そのために金額の大きな財政政策を実施することは、既存

の重厚長大型の産業の延命を助けるだけのことにしかならないと考えられる。

新たなイメージを持って日本経済の構造変化を促進することに、むしろ経済

政策の軸足を移すべきではないだろうか。

長年賃金上昇がストップしていたことと円安の進行で、日本の賃金はアジ

アのなかでも相対的に低いレベルになってきた。しかし、地方には勤勉で技

能の高い労働力がいるので、実際既に見られるようにアジア企業の直接投資

を大いに受け入れて地方の雇用の確保に努めるべきであろう。

その一方で知識集約的な先端産業分野を担える人材を国内に蓄積するため

に、学校教育、社会人教育に財政資金を振り向けるべきである。雁行型経済

発展とは異なる、アジア諸国の水平分業型経済発展のビジョンとそれに合わ

せた日本経済の変容が求められている。

( 14 )
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はじめに

戦争と革命の世紀とも呼ばれた 20 世紀が終わって 20 年以上の歳月が過ぎ

た。当初 21 世紀は戦争無き宥和の時代となるかと期待されたが、そうした

希望は既に無残に砕け散ったと言えよう。

ロシアのウクライナ侵攻は戦争の時代の再来を告げる出来事であったと、

後の歴史で語られることになるかもしれない。中東においても数十年前の映

像を見ているような錯覚を覚えるニュースが毎日のように流れている。

第 1次世界大戦と第 2次世界大戦の戦間期にあって、洋の東西を問わず人

類と民族について深く思いを巡らした哲学者たちが輩出した。ドイツのマル

ティン・ハイデッガーはエドムント・フッサールの現象学から出発しながら、

独自の存在論の地平を切り開いていった人物である。未完に終わった著作

『存在と時間』で現代哲学の一時代を切り開いたハイデッガーは、その透徹

した人間理解によって後の実存主義隆盛のきっかけとなったとも言われて

いる。

福岡大学経済学論叢 第68巻 第２号，165-182p（2024.3） 論 説

国家と戦争：
ハイデッガー・西田・田辺の民族の論理

山 﨑 好 裕
＊

＊
福岡大学経済学部
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彼はその後民族の論理を展開したが、それはナチス・ドイツが勃興する時

代の思潮の一つの現れだったのである。ナチスの後押しによって大学総長に

若くしてなったハイデッガーであったが、それは第 2次大戦後、ナチス協力

者として批判の集中砲火を浴びる苦しい日々を彼にもたらすことになった。

ハイデッガーはなぜ民族の論理を展開せねばならなかったのか。それは彼

の存在論に向かう真摯な思索にとって果たして必然であったのか。もし必然

でなかったのだとすれば、ハイデッガーはいったいどこで道を誤ったのか。

そうした疑問が頭をもたげてくる。

日本においては独自の哲学潮流として京都学派が戦間期に勃興し、若者を

中心に多く読まれた。京都学派は西田幾多郎の孤独で独創的な思索を起源と

して発祥した。西田は自らの後継者として田辺元を京都大学に招いた。元来

科学哲学を専門にしていた田辺であったが、西田の下でその思考を独自に発

展させた種の論理を展開することになる。

種の論理は、西田の普遍としての類と具体としての個の緊張関係を緩和す

るものとして、間に種を挿入するというものである。田辺の種の論理は、し

かし、容易に民族の論理に転化しうるものであった。実際、田辺は、類とし

ての人類と近代的個人を媒介するものとして種としての民族を捉え、そのた

めに若者が戦争に自己犠牲的な協力をすることを正当化することになってし

まった。

田辺によって種の論理を突き付けられた西田であるが、彼は最後までそれ

を受け入れなかったように思う。西田の戦争協力について、筆者は以前から

不承不承のものであったような印象を持ってきたが、それは西田があくまで

も類と個を直接対置させる論理構造に拘ったからかもしれないのである。

本稿では、3人の思索を追うことによってあらためて個人、民族、人類の

関係を考えたい。そして、若者を戦場に送り込む論理のどこに誤Ëがあるの

かを明確にしておきたい。

( ２ )
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1 ．ハイデッガーと民族の論理

ハイデッガーは論理学についての大学講義のなかで、民族について哲学的

に語っている。ハイデッガーは自分自身とは誰かと問うことこそ哲学にとっ

て根本的な問いであると考えそこから出発しようとする。

「わたしたち自身とは誰か」というわたしたちの問いは、わたしたちの

自己のその都度の有り方に基礎をおいている。だからわたしたちは、

知ってか知らずか、この問いにそむき、この問いを回避しているかもし

れないのである―もしわたしたちが自己喪失のうちを動いており、自

己喪失を頑なに守ろうとしているのだとすれば、つまりここでいう自己

喪失とは自己の除去ではなく、むしろ自己へのあるまったく特定の関係

をふくんでいる。人間は自己喪失のうちにおいてさえ自己自身のもとに、

そしてみずからの本質のもとに、とどまっている。ただ、その場合人間

は、自らの本質の非本質のうちへと頽落しているのである。（Heidegger

1934, 55／訳 67）

ハイデッガーの考えでは、わたしたちはこの世へと投げ出されているとい

うことから出発しなければならない。気が付いたら、われわれはここに存在

していたのである。だからこそ、わたしたちは自分が何者であり、いかに生

きるかを自らに問いかけ行動していかなければならない。

もちろん、日常生活のなかでそんなことをいつも考えている人はいない。

わたしたちは通常、世間一般の人の一人として平々凡々たる日々を送ってい

る。だが、ハイデッカーにとってこれは本来の人間のあり方ではない。だか

ら、これを頽落と呼ぶのである1。

さて、わたしたちとは誰かという問いへのハイデッカーの答えは、それが
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民族であるというものである。これは些か唐突な感じがするのだが、ハイ

デッガーの哲学からはある意味必然的に導かれる答えと言えるかもしれない。

おそらく一般的に、人は同じ問いにわれわれは人間であるという答え方をす

るだろう。だが、人間とは存在と区別される本質規定であるというのがハイ

デッガー流の思考である。古来哲学とは人間とはこういうもの、動物とはこ

ういうもの、といった語り方をしてきたが、具体的な個々人は千差万別であ

り、人間一般というものは存在しないと言っていい。ハイデッガーが追求し

続けたのは具体性としての存在そのものだったのである。

ハイデッガーは目の前にいるドイツの大学の学生を前にしてドイツ語で講

義している。そこにいるのは人間一般ではなく、ドイツ人という国民あるい

は民族である。ハイデッガーはこの具体性においてわれわれというものを捉

えようとしていると言えるのである。

民族の本質への問いに際して重要なのは、わたしたちがそもそも問うた

のと同じ様式で答えること、つまり「わたしたちは民族である」という

答えをもたらした問いの、まさにその方向において、すなわち誰を問う

問いの方向において、答えるということであろう。したがってまたここ

では、万人向けの定義に到達するために、「民族とは何か」と問うてはな

らない。そうではなく「わたしたち自身がそれである、この民族とは誰

か」と問うのである。（Heidegger 1934, 69／訳 82）

ここでも強調されるのは民族一般を明らかにすることではなく、具体的な

自分自身の民族性を明らかにすることである。こうなってくるとハイデッ

ガーの自己への問いは、既にドイツ民族として生きるという決断の問題に

1 こうした考察には、ハイデッガーの現代大衆社会への批判的な眼差しがあ

るというのが筆者の見解である。
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なっていると言わざるをえない。実際ハイデッガーは、わたしたちとは誰か

という問いは決断の問題だと言っている。

わたしたちは、「決断とは何を意味するか」という問いをとりあげること

にし、「民族とは何か」という第一に挿入された問いはとりあえず断念す

ることにしよう。ところでわたしたちは、人間とその諸性状とに定位す

ることの曖昧さと一面性を既に知っており、また「この民族とは誰か」

という問いが決断の問いであることを把握した。「この民族とは誰か」

という問いは、わたしたちが決断そのものに精通する場合にはじめて、

その決断の問いとして明晰になるような問いである。（Heidegger 1994,

70／訳 84）

こうした内容の講義をハイデッガーが行ったとき、その目の前にいた学生

たちが熱狂して民族愛に燃え興奮していた状況を想像すると、空恐ろしい思

いに捉われざるをえない。そして、ハイデッガーはさらに、覚悟を持って未

来に向けて生きよと学生を扇動するのである。

覚悟性はわたしたちの有に、全く特有の刻印と存続性とを付与するので

ある。また覚悟しているということは、ある性状を意味しているわけで

はない。つまりたとえばあの人は決断力のある人間だという場合のよう

に、あるひとが身に帯びる性状ではない。覚悟性において人間はむしろ、

将来生起する事柄へと参入しているのである。覚悟性とは、将来生起す

る事柄を先取りしつつ、その事柄の生起をつねに一緒に規定しているよ

うな、それ自身ひとつの生起なのである。（Heidegger 1934, 77／訳 91）
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ハイデッガーの哲学は、性質と言われるようなある個物が持つ特性と存在

とは全く別のものだと教える。存在というのは性質や本質規定ではなく、そ

れとは全く別な、物事に本源的な何かなのである2。

覚悟もまた人が帯びる性質ではなく、人間の生き方に関わる何かである。

そして、それは人間のあり方を本質的に変え、その人の生命に永遠性を与え

るとハイデッガーは言っている。この言説は若者を戦争へと駆り立てるアジ

テーションになりうるのではないだろうか。

人は覚悟と共に将来へと進み出でる。そして、人は歴史を生み出し、歴史

に名を残すのである。ハイデッガーは決意を歴史への貢献と結び付ける。

歴史への、これまでのわたしたちの問いが明らかにしたのは、歴史はも

はやひとつの客観、つまりわたしたちが問いかけるひとつの有るもので

はありえないということ、むしろ歴史は有のひとつの有り方であるとい

うことだった。わたしたちは歴史的有を、有の基本的様態と把握する。

歴史とは、有るものを表示するひとつの呼称ではなく、有のひとつの様

態である。（Heidegger 1994, 117／訳 129）

歴史が何か対象としてわたしたちが認識する存在者の一つではなく、存在

そのもののあり方であるとハイデッガーは言っている。つまり、この世のあ

らゆるものは何らかの意味で歴史的なのである。だから、もちろん、人間の

存在も歴史的なものであり、人生の目的も歴史に殉じることにある。しかも、

その歴史とはわたしたち自身がそれであるところの民族の歴史なのだ。

2 神は存在するか、ということについての証明方法に本体論的証明というの

がある。絶対者である神はあらゆる性質や属性を有するのだから、存在と

いう属性も必ず持っているはずだ。だから、神は存在するというのである。

だが、存在がハイデッガーの言うように一属性でないのであれば、この証明

は正当性を持たない。
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伝承によってわたしたち自身の使命はわたしたちを超えて担われてい

く。伝承によってわたしたちは、将来へと委ね渡される。現成する事柄

は、このように将来から押し寄せつつ、わたしたちに到来する。だから

わたしたちはこの生起を「将来」と呼ぶのである。将来はわたしたちに

おのずから到来するわけではなく、むしろわたしたちが、現今のものの

活動に自己を失ったり誤認したりせずに、伝承にしたがい、それをひき

うけることができる場合にのみ到来するのである。（Heidegger 1934,

117-118／訳 132）

民族の歴史は過去から連綿と受け継がれてきた。わたしたちはその歴史を

引き受けて、将来に向かって歴史に殉じていくことで、長い歴史の一つの不

可欠のパーツになることができる。こうして若者を戦場に向かうように仕向

ける民族の論理が完成するのである。

2 ．田辺元の種の論理

田辺元は西田幾多郎の独自の哲学体系を発展的に乗り越えようと奮闘して

いくなかで種の論理を自覚的に展開していった。当初から種の論理は民族や

国家の説明原理としての性格を色濃く持っていたと言っていいだろう。

種と個との交互的媒介が具体的なる存在の限定として必要となる。それ

は最早生物に止まらず進んで社会に於て始めてその交互的媒介性を示す

のであり、更にその媒介の対自的なる具体化としては、絶対無の応現と

しての国家的存在に至らなければならぬ。それに於ては種も個も、単に

それだけとして対立する限りは抽象的であって自立存在たることは出来

ぬ、いずれも単なる契機に止まることは明である。（田辺 1939，69)3
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たとえば、イヌという生物種を考えてみよう。実際に存在するのは個々の

イヌであるが、それらの個体としてのイヌをイヌとしてわれわれが生物種と

してのイヌの性質をそれらが共有することを知っているからである。だから、

種としてのイヌの方が個々のイヌよりも本質的であるように考えられよう。

だが、生物種としてのイヌというものは現実には存在していない。具体的

な存在者は個々のイヌだけなのである。個々のイヌを離れて生物種としての

イヌも存在しえないということを考えると、種よりも個体の方が本来的であ

るともいえる。

田辺はこの関係を交互的だと言っているのだが、生物の話なら単なる論理

的な関係性だけのことである。だが、人類という普遍と人間個人の間の媒介

項として種としての国家というものを考えた場合、これと個人の関係は現実

的であって単に論理の問題でないことが理解できる。

まず、日本人という具体的な個々の国民が存在しなければ、日本という国

家や日本民族は存在しえない。この意味で日本人の一人一人が種としての日

本国や日本民族を存在させている。

しかし、日本民族が存在しなければ、日本語や日本文化など私たち日本人

が共有する伝統はなかったであろう。また、日本国が存在しなければ、わた

したち日本国民の生活や安全も保障されないはずである。田辺が種と個の相

互依存関係は社会の問題で初めて現実的なものになると言っているのはこの

意味においてである。

日本は日本の文化的伝統や日本国の国際社会での活躍を通してでなければ、

世界に貢献することができないと田辺は書いている。この意味でも日本人の

個々人は人類という普遍に直結することはできず、必ず民族や国家の媒介を

必要とするのである。

3 旧漢字や旧仮名遣いは読みやすさを考えて、現代のそれらに改めてある。

以下の引用文も同様である。
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文化は一般に種的基体の生命を母体とし地盤として発生しながら、その

特殊性の制限を絶対否定的に否定し、以てこれを自己の媒介に転ずると

ころの個人の活動力の、創造的なる個性的表現を意味する。それは種的

伝統を媒介としてこれを絶対否定的に無の現成にまで高める個体の創造

に属するが故に、人類的普遍性を有するのである。文化の国際性という

のは、単に国家民族を直接に否定して抽象的普遍的に人類の立場に立つ

ことを意味すべきではない。（田辺 1939，87）

種としての民族や国家はそれを媒介として個人が人類に貢献する中間項と

しての肯定的側面ばかりを有しているのではない。生物のなかに多くの生物

種が存在するように、地球上にも多くの国家や民族があるのだから、それぞ

れが勢力伸長を目論む結果戦争が起きることは避けられないというのが田辺

の見解である。

国家は本来夫々固有の種的基体を契機とするものであり、而して種は種

に対して自己を主張し、その生命を維持伸張することを本質とするもの

であるから、国家は一方に於てそれに属する個人の自律的自発性に由来

する文化の創造を媒介として人類的連帯をもつと同時に、その種的対立

関係に於ける自国本位的の勢力維持伸張が利害的なる連合対抗となって、

人類的連帯に交錯するのである。（田辺 1939，88）

こうした種としての民族や国家のあり方が肯定されてしまえば、当然個人

が民族や国家に殉じるべきだという主張が導かれるのはむしろ必然である。

さらに、個人がその栄光ある死によって民族と共に生き続ける永遠の生命を

得るような観念になるのである。
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行為は単にいわゆる個人にのみ属するというのではない。却て個人は未

来的否定の主体として、それに対立する過去的種族をその基体にもち、

それと交互否定的に転換せられることにより、絶対無の環相として現在

の媒介に入るから、具体的に主体性を得るのである。それは自己を失う

ことによって却て自己を獲得するといわれる所以である。併し斯かる意

味に於て絶対無の現成たる個人は、その絶対性を却て種族の否定的媒介

に於てのみ実現するのであるから、同時に種族を自己に転じ、種族が絶

対否定的に肯定せられた国家を、その具体的内容とするのでなければな

らぬ。国家が個人の具体的自己と考えられる所以である。国家は種族の

過去と個人の未来との、現在の行為に於て絶対無たる永遠の転換により

媒介せられた統一として、絶対不変の類たる立場に立つ。（田辺 1940，

167）

こうした難解な、と言うより麻薬的な論理を心の糧として戦争で自ら死を

選んでいった若者がどれほどいたかと思うと胸にこみあげてくるものがある。

田辺は本来、西田における類と個の緊張関係を現実的な媒介項として種に

よって現実社会の説明理論としての使用に耐えるものにしようとしたはずで

ある。だが、ここでは個人と民族・国家との相互否定的関係から、個人が民

族のために死ぬのは当然であり、個人の尊い死によって否定された国家は人

類的な価値を持つものになると述べられているのであり、論理としては滅茶

滅茶である。

田辺は国家と民族との関係を種的特殊性と人類的普遍性との関係になぞら

えて説明を試みた。

政治は国家に属するも、種族の対外的対立と内部的統制との方向が、絶

対否定的に肯定せられた否定契機として、なお権力関係を含む。これに
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対し此二重の対立を絶対否定的に否定する主体そのものの媒介性が、個

人の自由なる創意の優越する文化を形造る。政治と文化とは国家の種族

的契機と人類的契機に相当し、前者は否定的媒介的であり後者は肯定的

媒介的である二面として、互いに区別せられつつ却て統一せられる。而

してその転換の媒介者は個人に外ならない。その意味に於て個人は国家

を永遠の人類に媒介する倫理的行為主体であり、国家も之を媒介として

具体的に国家となり政治的行為の主体となるのである。政治が倫理を離

れれば、国家は人類の立場から頽落して単なる種族となり、政治は文化

の媒介を失い権力は正義の根拠を失なわなければならぬ。（田辺 1940，

168）

この文章の背景にあるのは、戦時下色が濃くなるなかで学問や文化といっ

た活動が国家的な監視と制限とを受けることになっていったという時勢の動

きであったかもしれない。国家は国内政治によって国民の自由な精神活動に

制限を加える場合があり、それは個人の自由な創造性の観点から言えば制約

でしかない。だから、個人は自由の観点から国家の抑圧と統制に抵抗する権

利を持っている。

田辺の文章からリベラルな側面を切り出せば、そのようにまとめることが

できるだろう。さらに、国家が民族という種族的な限定性を持っているのに

対して、個人は人類という普遍に直結している側面があると田辺は言ってい

る。つまり、個人がその良心にしたがって世界平和を希求する倫理的な発言

や行動をすることが必要だと言うのである。

だから、国家が単に侵略的な戦争に打って出ることは反倫理的なものとし

て非難されねばならないし、国民はそれに抵抗すべきである。しかし、戦争

はそれが始まるとき、必ず国家が正義の戦争というロジックを展開するので

はないだろうか。実際日本が太平洋戦争に突き進むときも、欧米列強からア

− 175 −国家と戦争（山﨑)

( 11 )



ジア諸民族を開放するという大義名分があった。そして、田辺ら京都学派の

思想もまた、正義の戦争というロジックに絡めとられ、それを正当化するイ

デオロギーとなってしまったのである。

3 ．西田幾多郎における類と個

田辺が種の論理を提起すると西田幾多郎は真摯に対応した。しかし、それ

は種の論理をそのまま受け入れるというより、むしろ、それを相対化すると

いった対応であった。西田の文章から西田が種の論理をどのように考えてい

たかが明らかになる。

我々は創造的世界の創造的要素となる。そこに我々は個が働くと考える

のである。世界が個性的となるのである。併しそれは種がなくなると云

うことではない、種が弁証法的一般者の種として、自己自身を限定する

特殊者として生きることである。個が個として創造的となるということ

は、単に孤立的に個となると云うことではない、一般の特殊として種の

使命を果たすことである。故に世界が創造的となるということは、世界

が個性的に自己自身を限定することである。（西田 1937，145）

田辺の種の論理では、個と種とが互いに相互否定的に媒介しあう結果、個

が類の普遍と繋がるものとして考えられていた。背景にあるのは、田辺が種

を積極的なものと考えた分だけ、類の存在感が希薄であったという事情であ

ろう。

これに対して、西田の場合、最初にあるのは類が自己否定的に個を存在せ

しめるという関係である。西田にとって個というのは絶対的に個性的な存在

だから、類の実在は徹底的に否定的なものとして扱われる。これを称して類
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は絶対無の場所であると言うのである。場所と言っているのは、個がそこに

おいて存在する在りかという意味である。

そうなると、確かに一般に対して特殊としての種をわたしたちが考えるこ

とができるとしても、その実在性は西田にあってはそれほど濃厚なものとな

らない。種は類の側から見て個に至る途中の媒介項ではあってもそれほど積

極的な意味を持つものではないのである。人類と個人の間には確かに民族や

国家という媒介項はあるが、あくまでも世界の視点から各国の織り成す歴史

を見るべきだと西田は考えている。

種と個とは対立する。併しそれは種は弁証法的一般者の種として、個も

弁証法的一般者の個として相対立するのである。種が種として単に因襲

的に自己を特定することは死である。ゲマインシャフトからゲゼルシャ

フトへ行くことは、一面に種の分解であるが、一面に種の発展でもある。

後者の方向に於て、弁証法的一般者の自己限定として、そこに世界歴史

的なものが働くのである。（西田 1937，146）

個人こそが歴史を形成する要因であると西田はここで言っている。共同体

的な旧社会が近代的個人に分解することで日本は新しい民主的な社会になっ

た。それは民族の崩壊ではなく発展であると、西田は肯定的に見ていた。頑

なに民族性を唱えることは民族自身の死を意味する。個人の自由が日本とい

う国家を発展させるのである。

歴史に於ては、唯一つの民族というものはない。いずれも主体的として

環境に対し、他の民族に対する。種々なる民族は種々なる傾向の担い手

である（民族は歴史的傾向の担い手として歴史的主体となるのである）。

併し歴史は単に民族の連関ではない。かかる連関の何処かが中心として
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世界は個性を有つのである。そこに矛盾的自己同一として特殊が一般と

なるのである。而して特殊が一般であると云うことは、個物が一般であ

ると云うことである。弁証法的一般者の自己限定として、特殊が一般で

あると云い得るのである。そこには個が働かねばならない。世代という

のは、個が単に種の個ではなくして、基体的・主体的に働く世界でなけ

ればならぬ。（西田 1937，176）

ここでも西田が強調しているのは民族の相対性と世界史的視点の重要性で

ある。個人は民族や国家があっての個人ではなく、あくまでも人類に直結す

るものとここでは言われている。世界秩序を考え、世界史に貢献することで、

個人の特殊性は普遍的価値に繋がるというのである。

独立した一つの民族の歴史というものはない。必ず一つの民族は他の民族

と関わりあって世界史を形成していく。西田はあくまでも人類の立場から

様々な民族の興亡と盛衰を見ようとする。種を主体的なものとして確固たる

存在と考える田辺とはかなり異なっている。

人間は制作的である。作られたものが独立的として逆に作るものを変ず

る所に、人間の歴史的生活があるのである。而してかかる意味に於て歴

史的ならざる人間生活というものはない。歴史的種即ち社会というもの

は、かかる矛盾的自己同一によって成立するのである。此故に歴史的種

というのは、いかにそれが孤立的であっても、その成立そのものに於て、

歴史的世界の自己限定の或傾向を担うという性質を有っていなければな

らない。歴史に於ては、唯一つの民族というものはないと云われる。縦、

そういうものがあったとしても、右の如き性質に於てそれは歴史的種で

なければならない。世界史しか書けないというのは、かかる意味に於て

でなければならない。そこには種が種に対立し個性的に時代を形成する

という性質が含まれていなければならない。（西田 1937，191）
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民族や国家について西田は歴史的種という言葉を用い、それらが不変で変

動の無いものではなく常に変化発展していくことを強調している。一つの民

族は独立自存ではないから、必ず世界史のなかで他の民族と交渉し影響を受

けていく。何が何でも他国を圧倒して領土を拡大するというものでもない。

あるときは他の民族と融和を図ったり、世界秩序に貢献したりすることにも

なろう。むしろ、その方が民族の発展や進化に好ましい場合の方が多いかも

しれない。

このように、田辺の種の論理を自らの哲学に近い方面へと換骨奪胎してい

く西田であるが、そうなると国家主権的なあり方を批判して世界市民の立場

に立つものと批判する向きも出てこよう。この点に関して西田自身が断わり

を入れている。

私は種というものは、歴史的現実の自己否定を媒介として成立し、自己

自身を否定して、個性的に自己自身を形成する所に、歴史的生命を有す

ると云った。併しそれは歴史的世界に於ての種の実在性を軽視すると云

うのではない。私の世界というのは、世界市民的な抽象的一般的世界を

意味するのではない。個性的となると云うことは、個人的となると云う

ことではない。現実は何処までも決定せられたものでありながら、自己

自身のなかに自己否定を含み、自己自身を越えて現実から現実へと行く

所に、歴史的現実というものがあり、それは種が種として、何処までも

自己自身の立場から自己自身を主張し、同じ環境に於て、幾多の種と種

とが対立し相争うと云うことでなければならない。そこに私の歴史的現

実としての世界というものがあるのである。世界というのは、一即多多

即一的な矛盾的自己同一の場所であるのである。故に私は最も国家主義

的な時代と考えられる今日を、最も世界主義的な時代と考えるのである。

（西田 1937，199）
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西田流の即の論理によってわかりにくくなっているかもしれないが、民族

と国家が相争う今日的な世界は逆に最も世界主義的な時代でもあるという把

握に、西田の最も言いたい眼目があると思われる。西田が言っている民族と

民族が対立するという表現を、文字通り戦争や紛争と取る必要はない。なぜ

なら、西田においての歴史的種、すなわち、民族や国家はあくまでも自己否

定の側面が強調されているからだ。国益のための戦争が求められている事態

でも、国家は理性を働かせて世界秩序の維持のために自ら折れる必要もある

ということではなかろうか。

西田にとって、民族と個人の関係は民族に個人が従うということではない。

あくまでも近代的に独立した個人が国家の中心である。個人と個人が個性的

に対立する近代社会でこそ、日本という民族社会も生きてくる。国家が生命

力を有するためには徹底して個人の権利が守られなければならないのである。

主体が環境を、環境が主体を限定し、作られたものから作るものへとい

う歴史的進展の過程に於て、個というものが出て来なければならないと

云うことが考えられるであろう。主体的なるものが時代を担うものとし

て個性的なる時、種の個は単なる種の個ではなくして、個に対する個の

性質を有っていなければならない。そのかぎり種が生きた種である。

（西田 1937，200）

おわりに

西田は個人に対する民族や国家といった歴史的種に対して、生物的種とい

う言い方もしている。これは人間個人に対してヒトという生物種のことであ

り、いわゆる人類に当たると言っていいだろう。

西田では、国家が主体となる田辺の種の論理に対して、あくまでもそれら
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が織り成す世界史の立場から歴史を見ようとしていた。そこには民族や国家

という歴史的種が言わば虚構のものであって、実在する種は人類という生物

種だけであるという認識が透けて見えるのである。

ハイデッガーは個々の存在者と区別された存在そのものに注目し、それを

自らの哲学の真の追究対象とした。西田は個物の存在を説明するときに、自

らは存在しない絶対無の自己限定というロジックを使っている。つまり、ハ

イデッガーの存在それ自体は西田の絶対無の場所に相当すると考えられる。

西田は絶対無という最も一般的な類が自己否定的に自己限定することで、

特殊個性的な個物が存在させられてくるという論理を展開した。ハイデッ

ガーも存在者が持つ圧倒的な迫力を、そのわれわれに迫ってくるような具体

性と捉えた点で西田に類似している。

では、両者の違いはどこにあるのだろうか。そして、ハイデッガーはどこ

で道を違えたのであろうか。言うまでもなく、西田はわれわれの最も具体的

な姿を人類という生物種として捉えていたのに対して、ハイデッガーは身の

回りにいるドイツ民族として捉えていた点の違いである。

田辺の場合もそうだが、ハイデッガーのような過ちをわれわれは歴史のそ

こかしこに見ることができるのではないだろうか。すなわち、抽象度の高い、

哲学的な思索を短絡的に時事的な話題や判断に当て嵌めてしまう過ちである。

筆者はこうした過ちを、哲学的思索の矮小化と呼ぶことができると考えて

いる。

哲学的な思索は普遍的な真理を目指して、高い抽象度で行われる。しかし、

哲学者も生身の肉体を持ち、特定の社会の一員として生活する個人であるか

ら、ごく日常的な判断にあって、または、社会から求められた場合の意見具

申にあって、具体的な判断と自分の思索を知らず知らずのうちに端的に結び

付けることもあると容易に想像できる。

こうした点を鑑みるとき、時局が切迫するなかでも浮世離れした言語表現
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を持続した西田のあり方は、哲学者としての良心に合致したものであったと

評価できるかもしれない。現代の自国本位、国益追求の時代にあって、多く

の人々が人類よりも自民族という内向きの志向に陥っているように思われる。

わたしたちはそのような時代のなかで選択を誤らないために、普遍的な人類

的価値を絶対に手放してはならないのだと思う。

【参照文献】
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福岡大学経済学論叢 第68巻 第２号，183-204p（2024.3） 論 説

 
 

認知的不協和理論と消費者合理性 
 

姜   文 源* 

 

阿比留 正弘先生の生前のお姿を偲びつつ、心からお悔やみ申し上げま

す。阿比留先生は、筑波大学大学院において私の先輩で、不確実性の経済学

の研究で著名な酒井泰弘教授の弟子でした。いま考えてみれば、阿比留先生

はベンチャー企業論の研究や教育を通して、不確実な世の中に挑戦し続け

ていた人物でした。長い間、学生たちにもそのチャレンジ精神を強調してい

たと思いますし、学生たちが自分の人生の真の設計者になれるように学生

教育に人の何倍も力を入れていた先生でした。もう一度、先生のご冥福をお

祈りいたします。 

 

序  論 

 認知的不協和理論（Cognitive Dissonance Theory）が経済学に応用されるよう

になったのは、1982 年 Akerlofと Dickensの論文が発表されてからである。こ

の理論は経済学的な主体がその目的関数が誤っていることを認知したとして

も、その誤った目的関数の修正が行われない可能性を示唆しているものである。 

認知的不協和を経験する経済学的主体は自分の持つ信念（belief）と一致しない

情報に接したとき、新しい情報による目的関数のアップデートを行わないこと
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がある。Akerlofと Dickens（1982）はこのような可能性が経済現象に及ぼす影

響についてモデルの中で分析した最初の論文であったと思う。この論文は、

Gilad-Kaish-Loeb（以下 GKLと表記する、1985、1987）によって発展される。

GKLは Cohen-Axerlod（1984）が提示した Surprise Theoryを認知的不協和理論

に応用して、期待していた経済行動（消費や投資など）の結果と実現された結

果の差によって定義される Surprise（以下、Sと表記する）が目的関数の修正に

かかるコスト（このコストを以下、ｋとする）より小さい場合は、求められる

目的関数の修正は行われない行動モデルを提示した。GKL はこのコストｋが

一種の心理的コストであると考えたようだが、その結果、コスト kを内生的に

説明することが出来ず、k は経済的行動モデルとは独立した外生変数として扱

われた。この問題はその後 GKL モデルの応用に大きな障害として働いていた

と思われる。たとえば、Kang（1993、2009）は GKL モデルに多重人格モデル

（Two Self Theory、Thaler-Shefrin、1981）を取り入れ、モデルの新しい解釈、応

用を試みたが、GKLと同じく、kを外生変数として設定していた。さて、本稿

の目的は、この古い課題（k を内生的に説明できない課題）に対して１つのソ

リューションを提示する事例を紹介すると同時に、このような多重人格―認知

的不協和に陥っているケースが合理性論争に与える示唆点について論じるこ

とにある（ここでいう合理性論争とは、たとえば、Beck（2023）で指摘された

問題をいう）。本稿では、シンプルな消費者モデルにおいて、kを内生変数とし

て説明できる例を示しその経済的なインプリケーション、とくに本稿で想定さ

れた問題構造が経済学的な主体の合理性判断に与える示唆点について検討す

ることにする。 

 

 本研究で紹介するモデルは、GKL の認知的不協和理論を Thaler-Shefrin

（1981）の多重人格モデルの枠で概念化しているものである。まず、この論文
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では Thaler-Shefrin のモデルを拡大し、一人の経済主体（agent）は複数の人格

を持っていて、その人格（personality）を Plannerと Doer、そして Verdictにわ

ける。言葉通り、Plannerは行動を Planする人格であり、Doerは実際に行動を

行う人格であると理解すれば良い。Verdictは以下で説明するように、Doerの行

動を規制する目的関数を強制できる第３の人格であると措定される。行動の

Planと Do にはギャップが存在すると仮定され、そのギャップが Surprise であ

ると定義される。この Surpriseの大きさが（その大きさは効用または貨幣によっ

て測定される）、行動を修正する何かのコスト、kより小さければ（よって、こ

の kも効用または貨幣によって定義される）、Planと Doのギャップが存在し

ても行動の修正は行われない。即ち、認知的不協和に陥った消費者は、行為 Do

が意思 Planと一致していないことがわかっていても、その「誤った」行為を続

けることがある（1）。この論文で紹介する事例において、私たちは以下のように

Plannerと Doerの違いを定義することにする。Plannerには時間選好が存在しな

いが（未来のベネフィットを効用の次元で割り引くことをしないが）、Doer に

は時間選好が存在して Doer は未来に得ると期待される効用水準を、現在を基

準として主観的な割引を行うと定義する（2）。このように定義することで、Plan

と Do のギャップ、そしてそれによる Surprise が内生的に、そして必然的に発

生するが、このとき、１つの例として、kは行動の修正を実施しないことによっ

て得られる現在の効用増加によって内生的に概念化できる。 

 

 本稿の構成について、まず第２節では基本モデルを紹介し、その解について

説明する。第３節では、Doerの時間割引率が無限大である場合について（Doer

が「いま」しか考えない場合）、このモデルの持つインプリケーションについて

論じる。第３節で、私たちは経済が発展していくにつれて（個人の持つ資産が

増加することによって）認知的不協和に落ちいった経済行動が減少していくこ
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と、即ち啓蒙主義が主張しているように、経済の発展が人間を合理的な行動に

導くという前提が、必ずしも正しくないことを示す。逆に、経済成長による資

産の増加が人々を非合理的な行動に導く可能性があることが本研究では示唆

される。「非合理的」という言葉を使うからには、その「非合理的」という意味

が何かを明確にしなければいけない。第４節では、本稿で提示されるようなモ

デルが、経済学的な合理性の観点からはどのように解釈されるべきか、という

問題について論じる。本稿で紹介する事例は、一般的に経済学で用いられる合

理性基準、Beckerの合理性基準（1996）、Broomeの合理性基準（2013）を満た

さないとは判断できないが、Hausmanの合理性基準（2015）を満たさないと判

断できることが指摘される。この点は、経済学における合理性判断において、

Hausman の合理性基準を用いることがより適切であるケースが存在すること

を示唆すると思われる。結びは、この研究で得た結果をまとめたものになる。 

 

基本モデル 

 この研究において、経済主体は Plannerと Doer、Verdictの３つの人格に分裂

していると仮定する（Thaler-Shefrin、1981、は Plannerと Doerの２つの人格を

モデル化している）。３つの人格はそれぞれの効用関数、目的関数を持ってい

ると仮定される。効用はいま（１期ということにする）と未来（２期という）

の２期において定義されるが、Plannerと Doerの違いは、Plannerが２期の効用

を１期と同等に評価していることに対し、Doer は２期に期待される効用を現

在の時点で割り引くことに存在すると仮定する。Verdictは Plannerと Doerの２

つの人格が提示する２つの効用関数の中、行為の基準となる目的関数を選ぶこ

とになるが、この選択の基準は Surprise（S）と kの大きさの比較によって行わ

れ、S＜kならば、Verdictは Plannerの提案を無視し、Doerが想定する効用関数
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のもとで行動するようにする（Cohen-Axerlod、1984、GKL、1985、1987）。既

存の研究において、Sと kの比較を行う人格は「誰か」という問題が明確では

なかったと思われるが、本稿ではこの比較は第３の人格である Verdict によっ

て１期の最初に行われると考えることにする。Plannerと Doerはそれぞれの目

的関数によって定義され、この２つの人格は最大化行動をその行動原理にして

いると仮定する。本稿で３つの人格、多重人格を想定する理由は、１つの人格

が複数の目的関数、または複数の行動原理を持つことはできないと前提してい

るからである。１つの目的関数、そしてその「目的」関数に含意される１つの

行動原理（最大化行動等）に１つの人格が対応されると本稿では仮定している

のである（Winston、1980、は一人の主体＝人格が複数の目的関数を持つ場合に

ついて論じているが、同じく、特定の行動を決定する際に用いられる目的関数

がどのように決定されるか、という問題を内生的に説明してない。 最近の新

消費社会論（たとえば、間々田（2016））においても、同様の問題が指摘されて

いる（Kang-Ryu-Jeong、2023））。本稿で紹介する多重人格、Planner、Doer、Verdict

のモデルは、Carter（2008）が提案した Controller、Defender、Punisherの概念に

対応すると解釈できる。消費行動の Plan を提示する Planner は Carter のいう

Controller に対応し、「既存の行動」に執着する Doer は Defender、Verdict は

Punisherに対応する概念として、本稿では解釈している（3）。 

 

 Plannerが考える効用関数は、以下のように定義される、 

（1） Up＝u（Cp１）＋v（Cp２） 

Upは Plannerの効用関数、Cp１は１期の消費水準、Cp２は２期の消費水準を意

味する。uと vについて、その１階微分が（＋）であり、２階微分は（－）で

あるとする通常の仮定は維持される。一方、Doer が考える効用関数は（2）の

ように定義する。 
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（2）Ud＝u（Cd１）＋βv（Cd２） 

同じく、Udは Doerの効用関数であり、（1）と同様に１期と２期の消費が定

義される。βは１/（１＋ρ）であり、ρ＞０は時間選好率を意味する。消費者

の予算制約は（3）のように定義される。 

（3）PeCi２＝（A－Ci1）r +We、i＝ｐ、ｄ。 

ここで、Peは２期に予想される価格であり（単純化のため、１期の価格を１

としている）、A は１期に与えられている資産、r は市場利子率、Weは２期に

予想される市場賃金のことである。後述するように、本稿では主に（A－Ci1）

≧０のケースについて考える。以上の変数はすべて外生変数である。さらに、

モデルに関連するすべての事柄において、完全情報が仮定されていることに留

意されたい（この仮定には、Planner と Doer、そして Verdict が（1）から（3）

に定義されたすべての状況、さらには２つの行動原理（最大化行動と行為を決

定する効用関数の選別基準）を熟知しているという仮定をもふくまれる）。 

 

 まずは、Plannerが直面する最大化問題を解く。この際、関連する Determinant

Δは、 

Δ＝－r２v″－（Pe）２u″＞0 

となる。そして、（∂Cp１/∂Pe）＝（rv″Cp２＋rPeλ）/Δ（λは関連するラグラン

ジュ乗数である。∂Cp１/∂Pe は v″が十分に小さいとすれば、＋になる）、

（∂Cp２/∂Pe）＝（Pe u″dCp２－r２λ）/Δ＜0、（∂Cp１/∂We）＝（－rv″）/Δ＞0、

（∂Cp２/∂We）＝（－Pe u″）/Δ＞0、（∂Cp１/∂A）＝（－r２v″）/Δ＞0、（∂Cp２/∂

A）＝（－rPe u″）/Δ＞0、（∂Cp２/∂r）＝（rPeλ－Pe u″（A－Cp１））/Δ＞0、とな

ることが確認できるが、これらはモデルが正常に機能していることを含意する

と解釈できる。一方、市場利子率の上昇が１期の消費に与える影響は定かでは

なく（4）、（∂Cp１/∂r）＝（－rv″（A－Cp１）－（Pe）２λ）/Δ、市場利子率の増加が１
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期の消費を増やすことも可能である。さて、いうまでもないが、上記の表記に

おいて、消費水準は均衡における解（とその変化）を意味する。以下において

も、同様であって、とくに、以下 Sと kを定義するとき、消費水準はそれぞれ

均衡解を意味していることに注意されたい。 

 

 次に、Doerの最大化問題を解く。これはもちろん（3）の制約のもとで、（2）

を最大化することになる。同じく、関連するΔ０は、 

Δ０＝（－r２v“/β）－（Pe）２u″＞0 

となり、（∂Cd１/∂Pe）＝［（（rv″Cd２）/β）＋rPeλ］/Δ０ 0、（∂Cd２/∂Pe）＝（Pe u″

Cd２－r２λ０）/Δ０、（∂Cd１/∂We）＝（（－rv″）/β）/Δ０＞0、（∂Cd２/∂We）＝（－Pe 

u″）/Δ０＞0、（∂Cd１/∂A）＝（（－r２v″）/β）/Δ０＞0、（∂Cd２/∂A）＝（－rPe u″）/Δ０

＞0、（∂Cd１/∂r）＝［（－rv″（A－Cd１）/β）－（Pe）２λ］/Δ０ 0、（∂Cd２/∂r）＝（rPe 0

－Pe u″（A－Cｄ１））/Δ０＞0、であることが確認できる。さらに、（∂Cd１/∂β）＝

（（rPev´/β２））/Δ０＞0、（∂Cd２/∂β）＝（－r２v /́β２）/Δ０＜0、となる。 

 

モデルの解とインプリケーション 

 さて、私たちが興味を持っている問題は、この認知的不協和の状態の中

（Planner と Doer の２つの異なる目的関数に直面している中）、経済的な主体

の行動はどのように決まるか、という問題である。この問題について、この研

究では以下のような解（とその解に到達するプロセス）を提案する。 

１期の最初に、Verdictは目的関数（1）と（2）のもとでの最大化問題と

その解（１期と２期の消費水準）を知るとする。（1）は Plannerによって、

（2）は Doer によって Verdict に提案された目的関数であり、Planner と

Doerはそれぞれが持つ目的関数によって定義される。Surpriseの定義から、
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Verdict はまず Doer の効用関数を基準に考えると想定されていることに注

意されたい。 

② それぞれの解の差は、Surprise（S）として定義される（Cohen-Axerlod、

1984）。Verdictは、この Sと、Doerに自信の目的関数を諦めさせて Planner

の提案を受け入れるよう強制する際に生じるコストｋを比較する。 

③この比較において、S＞ｋならば Verdict は Planner の提案を受け入れて、

Doerに目的関数の変更を強制する。その逆も成立する（GKL、1987）。 

 

このような前提のもと、本稿では Sと kを以下のように定義する。 

（4）S＝Up－Ud 

この定義は、Cohen-Axerlod（1984）、GKL（1987）と同様である。一方、kに

ついて、本稿では以下のように独自の定義を行うことにする。 

（5）k＝k（Cp１、Cp２、Cd１、Cd２） 

（4）、（5）の定義の背景にある考え方、モデルの設定は以下のように説明で

きる。まずは、Verdictの行動原理を説明するためには、Verdictの目的関数を設

定する必要があるが（この部分が過去の研究では明確ではなかった）、上記の

ようなフレームワークから Verdictの目的関数（効用関数）は（6）のように定

義されることがわかる。 

（6）Uv＝Uv（S、k）、（∂Uv/∂S）＜0、（∂Uv/∂k）＜0 

Cohen-Axerlod、GKL が想定した S－k  0 の行動原理は、（6）の特殊なケー

スとして解釈されるべきである。（5）のような定義は恣意的なものではない。

S とｋの比較が行われるならば、定義上、k は効用の次元で定義されなければ

ならない。効用は本稿の定義上では消費水準のみに依存するために、k の定義

は（5）のようになる。もちろん、（5）はより具体化、構造化しなければ、その

ままでは使えない形ではある。ここでは、１つの例として、（5）を（7）のよう

( ８ )
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に単純化して論じることにしたい。 

（7）k＝ud－up 

ここで、Ｓの定義は通常のもので、k の定義は本稿で初めて提案するもので

ある。そもそも kの具体的な定義は存在しなかったものである。（7）のような

特定化は、Verdict が十分に myopic であることを措定しているものである。言

い換えると、本稿では３つの人格からなる多重人格モデルを取り入れているが、

具体的にそれぞれの人格は時間選好率ρによって特徴づけることができて、

ρ＝0である人格が Planner、0＜ρ≦∞である人格が Doerは、ρが∞である人

格が Verdictであるということになる。以下で私たちは Doerの持つρが無限大

であるケースについて論じるが、この場合、Doer と Verdict の違いはその行動

原理によって現れることになる。Planner とは異なり、Doer は２期の効用を割

引くのであるが、さらに Verdict は、Planner の提案を受け入れるかどうかを判

断する上で、１期における効用の減少のみを判断の基準とする。このようなフ

レームワークを設定している理由は以下のように説明できる。まずは、本稿で

提示されたモデルにおいては、必ずS＞0となることを確認していただきたい。

即ち、 

Up（Cp１、Cp２）＞Up（Cd１、Cd２）＞Ud（Cd１、Cd２） 

２期の効用水準を割り引かないことを前提にした１期と２期にわたる消費水

準の配分が、２期の効用を割り引く場合の消費の配分よりも、より効率的なも

のになることは明確である。即ち、私たちが直面している問題は、１期と２期

における消費の配分問題であって、時間選好率ρ、またはβはある種の取引費

用のように作用しているものである（時間的な配分問題を空間的な配分問題に

再解釈すれば、βがある種の取引費用に対応することがわかる）。２期に消費

をまわすこと（貯蓄すること）は、Doer や Verdict にとっては、ある種のコス

トがかかることであって（このコストがβの大きさとして現れる）、このコス
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トを０にすることができるならば２期間の配分の効率がよくなり、２期にわた

る効用水準が高くなることは自明である（5）。つまり、資産Ａ、２期の期待賃金

Ｗeなどの外生変数の変化に対して、Planner は Doer よりもっと弾力的に反応

するだろうということがわかる。（5）、（7）はこの「ある種のコスト」を定式化

しているものであると解釈できる。k は時間選好率ρ、またはβと関係してい

て、βが小さくなれば（ρが大きくなれば）kが大きくなる。しかし、両者は、

ρが Doer にとっては存在論的に与えられた（と措定している）外生変数であ

ることに対して、k は（5）のように内生的に決まる内生変数であるところで、

解釈的には大きく異なるものである。 

 

 本稿において、Surprise、そして kを「体験」するのは、第３の人格 Verdictで

あると想定される。Verdictの行動は、Plannerと Doerの何かのバランスをとる

ことではなく、どちらかを支持する選択（S kの条件）をすることにしている

が、これは Carter（2008）が提示した Punisherの概念と対比されると思われる。

そして、このようなフレームワークの中では、多重人格が存在しているとして

も、実際の行動に現れる人格（目的関数）は Plannerか、Doerかどちらか１つ

である。これは、多重人格モデルは１つの隠喩（metaphor）であり、実際の行

動に現れる人格は１つであるという Baumeister（2018）の見解と一致する。私

たちは賃金水準の変化、物価の変化、資産規模の変化などの外生変数の変化に

よって、Plannerと Doerの関係がどのように変化し（行為の基準になる目的関

数がどのように変化し、あるいは、変化せず）、それが経済行動にどのように現

れるか、という問題に興味を持つ。ここでは、この問題をよりシンプルな形で

わかりやすく説明するために、以下ではρが無限大で、βが０となる（Doerが

いましか考えない）場合におけるモデルの動きを説明することにしたい。以下

で得られる結果は、βが０ではないより一般的なケースにおいても、いくつか

( 10 )
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の許容範囲の仮定を取り入れることで成立する。さて、議論を続ける前に、い

くつかの仮定を追加する必要がある。まずは、金融市場が不完全であり、１期

に借金をして消費する可能性（Cd１＞A）はないとする（たとえば、Kang（1993）

を参照されたい）。次に、Cd１＝A、Cd２＝Weになる条件は、与えられたβに対

して、（∂Ud/∂Cd１）＞β（∂Ud/∂Cd２）となる。あるいは、この条件は、（∂Ud/

∂A）/（∂Ud/∂We）＞βに書き換えることもできる。β＝0ではなくても、この

条件が成立すれば、以下の事例は成立する。しかし、議論の単純化のために、

以下ではβ＝0の仮定を維持することにする。 

 

 Cd１＝A、Cd２＝Weとなる場合において、（7）は、 

（8）k＝u（A）－u（Cp１） 

になる。さらに、 

（9）S＝u（Cp１）－u（A）＋v（Cp２）－ｖ（We） 

となる。ここで、（∂k/∂A）＝（∂u/∂A）－（∂u/∂Cp１）（∂Cp１/∂A）＞（∂u/∂

A）（１＋（r２v″/Δ））＝（∂u/∂A）（－（Pe）２ u″/Δ）＞0、であることが確認でき

る。さらに、（∂S/∂A）＝－（∂k/∂A）＋v＇（∂Cp２/∂A）となる。以上のことか

ら、v＇（∂Cp２/∂A）＜２（∂k/∂A）であれば、（∂（S－k）/∂A）＜0 となる

ことがわかる。この条件は、たとえば v″が十分に小さければ、成立する。これ

は一定の条件のもとで、資産Ａが増加すると、Plannerの効用関数は排除され、

Doer の効用関数が維持されることを示す結果である。重要なポイントは、

（∂k/∂A）は明確に（＋）で、（∂S/∂A）は単調関数ではないこと、よって、

Aが増加するある範囲においては、S＜kとなること、（∂（S－k）/∂A）＜0とな

ることが可能であることが示唆されているという点にある。これは資産の増加

（による所得の増加）が、必ずしも人々を合理的な行動に導くことではないこ

とを示唆している結果であって非常に興味深い（ここでいう合理性の意味は次
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節で議論する）。一方、期待賃金 Weの上昇は、kには影響を与えず、Sを小さ

くする可能性がある（前述したように、Plannerが Doerより弾力的な反応を示

すからである）、つまり、資産 A の増加とは異なり、期待賃金 Weの増加は、

人々をより合理的な行動に導く可能性があることが示されている。この結果は

面白いインプリケーションを持つが、非常に単純化されたモデルから出た結果

でもあって、本稿では、その可能性があると指摘するだけにして、これ以上そ

の含意を論じることは避けたい。このモデルで重要なポイントは、モデルが提

示するフレームワークそのものであって、特定化した事例分析から得た結果の

政策的含意を考えることではない。とはいうものの、前述したように、この具

体的な例から得る結果はより一般的なケースでも成立するものであって、上述

したインプリケーションは、単なる特殊例の持つ特殊解の特徴ではないことを

併せて指摘しておきたい。 

 

合理性基準 

 まずは、これから議論の対象になる消費者についてより明確に記述した後、

この消費者を「非合理的」と判断できる場合について論じたいと考える。私た

ちが議論の対象にする消費者は、①３つの人格を持っている、②３つの人格は

それぞれの目的関数（選好関係）を持っている、③最初にこの消費者は、Doer

の選好に従った消費計画を考える、④Planner は Doer とは異なる消費計画を

持っていて、Plannerの計画に従うほうが、この消費者の生涯にわたる効用水

準が高くする、その理由は Doer が未来の効用を大きく割り引くからである

（「大きく」の意味については、前節の議論を参照されたい）、⑤この消費者が

消費計画を Planner の選好に従うものに変更するには、内生的なコスト k がか

かる。この kは効用の単位で定義される、⑥Verdictの効用最大化は、kが Sよ
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り大きい場合、Plannerの提案に従わないことを求める、⑦この消費者の行動に

現れる選好関係（Planner か、Doer か）は、与えられた資産や未来の所得水準

など、外生変数の変化によって変わることがある。このように設定された消費

者の行動は、非合理的であるようにみえる。暗黙的ではあるが、この分野にお

ける既存の研究は、Planner の選好関係が合理的で、Doer の選好関係は非合理

的であると想定し、Doerの選好関係によって行動する消費者は非合理的である

と判断していたと思われる。しかし、この消費者を対象とする合理性判断は難

しい問題で、この消費者に対して「非合理的」という判断は、私たちが

Subjectivist（主観主義）の立場をとる限り簡単ではない。以下ではこの問題に

ついて、論じることにするが、その前に上のように定義した消費者問題を下の

ようにより明確にしたい（以下は前節の例をより一般化したものである） 

 

 まず、Plannerの効用関数を（10）のように定義し、（10）は通常の仮定をす

べて満たすとする。 

（10）Up＝Up（xp） 

xp＝（xp1、…、xpn）は時間に対して１期からｎ期までの消費水準である。同様

に、Doerの効用関数を（11）のように定義する。 

（11）Ud＝Ud（xd） 

xd＝（xd１、…、xdn）は１期からｎ期までの Doerの消費水準である。Plannerと

Doerの定義によって、 

（12）S＝Up（xp＊）－Ud（xd＊）＞0 

となる。一方、ｋは、 

（13）k＝Ud（xds）－Up（xps） 

と定義され、xds＝（xd１＊、…、xds＊）、xps＝（xp１＊、…、xps＊）であり、s＜nであ

る。本稿で用いる例は、k＞S＞0のケースである。 
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 ここで、私たちが考えている消費者行動の合理性について判断するため、繰

り返しの感はあるが、この消費者が置かれている状況と彼の選択について整理

してみたい。この消費者は３つの人格を持っている。そして、２つの選好関係、

効用関数を持っている。それぞれの選好関係は合理性基準を満たしていると仮

定する。２つの選好関係は（12）の関係にある。即ち、客観的に判断して（第

３者として、２つの人格が含意する、この消費者の主観的な効用水準を比較す

るとき）「より望ましい」選好関係（とそれに対応する人格）が存在する。しか

し、この消費者の最初の選択はその「望ましい」選好関係によるものではなかっ

たと仮定する。このとき、問題になるのは、この消費者にとって、最初に選択

した人格を変更するには一定のコスト（k）がかかる、ということである。最初

の（予定していた）選択を変更するか、しないかという判断は、第３の人格に

よって行われるが、この第３の人格が経験する（効用の単位ではかった）心理

的コストが十分に大きい場合は「望ましい」選好関係への人格の変更は行われ

ない。さて、行動に現れる人格は１つであると仮定しているため、このような

心理的葛藤は市場で観察される消費者行動には反映されない。要は、問題の根

底にある事情は、（13）のように定義された k が十分に大きいというところに

あるが、この kは内生的に決まるとはいうものの、（13）で定義された「問題の

構造」そのものは「与えられた」ものでこの消費者の自由意志で変えられる性

質のものではない。この状況で、この消費者の選択を「非合理的」であるとい

える合理性基準とは何だろうか。以下ではこの問題を論じることにする。 

 

 経済学において、合理性に関する定義は様々である。まず、G.Becker（1996）

は、合理性は最大化（最適化）行動によって定義されるという。最適化行動は、

何らかの効率条件に帰結し、その効率条件の具体的な内容にかかわらず効率条

件は合理性を意味する、と考えたのが Becker であったと考える。より一般的
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に、経済学における合理性は選考関係の特定基準（completeness、transitivity、 

stability、context-independence）によって定義される（たとえば、Beck（2023）

を参照されたい）。本稿で紹介した経済学的主体は、この一般的な意味では「非

合理的」であると判断できない（6）。Plannerと Doerの選考関係が上記の条件を

満たす、と仮定することは本稿で提示したモデルと矛盾しないと考える。前述

したように、行動に現れる人格は１つであり、その人格の持つ選考関係は合理

性基準を満たしていないと判断する根拠は見当たらない。もちろん、外生変数

の変化によって、消費者の行動基準が Doerから Plannerに変わる可能性があっ

て、これは、この消費者の持つ選好関係が不安定になる潜在的な可能性を示唆

する。しかし、この潜在的な可能性をもって、非合理的という判断ができるか

は定かではないと考える。Beckerの合理性基準についても、同様のことがいえ

て、私たちは最大化行動を仮定しているため、本稿のモデルが Beckerの合理性

基準を満たしてないと判断する根拠はない。一方、後述するように、「私たちは

いまだけではなく、未来の厚生についても考えるべきである」という主張は、

Hausman（2015）のいう自明な「Truth Condition」として考えることができるも

ので、Hausmanの合理性基準に従い、Plannerの人格で行動する主体は合理的で

あり、Doerの人格で行動する主体は非合理的である、という判断を下すことが

できる。このような判断が重要な理由は、もし Doer の行動が非合理的である

との判断ができるならば、Doerの行動を Plannerの行動に変えるような政策的

な試みがその正当性を得うるからである。たとえば、環境保全が合理的で、環

境破壊は非合理的であるという判断をするとき、本稿で用いたフレームワーク

を使うことができる。環境保全（未来を現在と同等に扱うこと）は Planner の

行動であり、環境破壊は Doer の行動であるとモデル化して、さらに、Planner

の行動は合理的で、Doerの行動は非合理的であるとの判断ができるならば、よ

り強く環境保全政策にコミットできるのである。さて、Hausmanの合理性基準
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を説明するために、まずは、Broome（2013）の合理性基準を説明することにし

たい。 

 

 Broome（1999）は、経済学でいう選好は「好き」の概念であって「良い（望

ましい）」という概念は入ってないと主張する。Hausman（1996）によると、こ

れは厚生経済学の問題になることであって、「好き」の概念から「望ましい」の

概念が出るとすればそこには必ず論理的な矛盾が含まれるという（Hausmanは

ここで Moore の論理に依存している）。このような問題を回避するために、

Hausmanは Truth Conditionの概念を取り入れることを提案した。それでは、ま

ず、Broome の合理性基準を説明したい。Broome は以下の条件を満たすとき、

経済学的主体（エージェント、以下主体、エージェントを「N」ということに

する）、は合理的であると判断する。 

１．ある時点 tにおいて、Nはある意向（intend）をもつ。この意向を eとする､ 

２．その時点 tにおいて、その意向 eを実現できる行為 mが存在し、eは m

を implyしていると Nは信じている（believe）。 

３．その時点 tにおいて、Nは行為 mを行うことができ、その行為は自分の

意思決定であると Nは信じている（believe）。 

４．その時点 tにおいて、Nは行為 mを意向する（intend）。 

 

この合理性基準をわかりやすく説明するために例をあげると、たとえば、以下

のようになる（この例は Beck（2023）による）。 

１．Nはりんごを買いたいという意向を持っている。 

２．Nはりんごを買うためには、スーパーにいくことだと信じている。 

３．Nはスーパーにいくことができ、この意思決定は自分によるものである

と信じている。 

４．Nはスーパーに行こうとする。 
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Broome の合理性基準によると、N が１から３の条件を満たすが、スーパー

に行こうとしない（４を満たさない）ならば、Nは非合理的であると判断され

る。同じく、もし Nがスーパーに行こうとする意向が、自信の意思決定ではな

いと信じているなら、Nは非合理的であると判断される。この判断基準に従う

とき、本稿で紹介された Plannerまたは Doerの行動を非合理的であると判断す

る根拠はない。ここでいうＮが、Doer であるといっても、Doer は上記の合理

性基準を満たすことができる。即ち、分析の対象となる消費者、Plannerまたは

Doerは、一般的な合理性基準、Beckerの基準、Broomeの基準を満たしていな

いとはいえないのである。前節で私たちは Doer の行動を非合理的としていた

が、それは本稿で用いる合理性基準が Hausmanの合理性基準であるからであっ

た。この点は、Hausmanと Broomeの違いを説明すれば、いいと考える。 

 

前述したように、Broomeの合理性基準には、Hausmanと異なり、「良い（望

ましい）」の概念は入ってない。たとえば、Nがりんごを欲しがるのではなく、

麻薬を欲しがるとしても、Broome の合理性基準を満たすことはできる。麻薬

を欲しがる意向を合理的判断の基準から外すためには、何かの倫理的判断、「良

い（望ましい）」の概念を合理性基準に取り入れるしか、方法はない。即ち、何

かの社会的な、客観的な価値基準を合理的な選好関係の中に取り入れなければ、

明らかに非合理的な行動を（たとえば、麻薬中毒になり通り魔になること）合

理的選好関係から外すことはできないということである。Hausmanは、ここで、

Truth Conditionの概念を提示する。この概念を提案するため、Hausmanは消費

財の中には「客観的に望ましい財（望ましくない財）」があること、そして消費

選択は長期にわたり dynamic coherentな性質を持たないといけないと提案して

いる（このような立場をとることを、Modified Subjectivismという）。合理性は

Truth Conditionをも満たさないといけないと考えたのが Hausmanであって、た
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とえば、「麻薬を欲しがることは望ましくない」という命題が証明を要しない

「自明」な命題（公理的なもの）であるとするならば、そのような意向は Truth 

Conditionを満たさないもの、非合理的なものとすることもできる。ここで大事

な部分は、「麻薬を欲しがる」という意向は、本人の健康を害するものであるだ

けではなく、周りの人々にも被害を及ぼすものである、という点にある。「麻薬

を欲しがることは良くない」という判断が「自明」であるとするのは、麻薬が

麻薬中毒者の self-interestsを満たすかもしれないが、周りの人々の self-interests

を満たすことはできない、からである。そして、もし時間に対する選択の

consistency（Hausmanは dynamic coherentな選択という）を合理性判断に求める

ならば、麻薬中毒者のチョイスは本人と周りの人々の self-interests に反するも

のになる。とくにこのような場合、麻薬を欲しがる意向は Truth Conditionに反

して、非合理的、であると判断しようというのが Hausman の合理性基準であ

る。Doer にとって、β＝0（または、βが十分小さい）であることは、外生的

に、言い換えると存在論的に与えられているものではあるが、その含意「未来

をあまり考えない」ことが Truth Conditionを満たさないと判断すれば、私たち

は、Doer は Hausman の合理性基準を満たさず、非合理的であるといえるので

ある。Doer の「よくない」目的関数が存在論的に与えられているというのは、

Doerの存在がある種の心理的（プロセスの）問題を経験していて（その問題が

「よくない」目的（dynamic coherentな性質を持たない目的）を持つ原因であっ

て）、その「心理的問題」を治療で直すことはできないと措定していることを意

味すると解釈しても良い。面白いことに、本稿のフレームワークの中では、そ

の（あるとされる）「心理的障害」は心理治療ではなくて、経済的外生変数の変

化によって（S＜k の状態から S＞k の状態に変わること）なくなるのである

（Doerの存在が行動には反映されないのである）。 
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本稿で提示する Doerの行動は Hausmanの合理性基準を満たさないと判断で

きる。この点を説明するため、Hausman が紹介するダンサーJill の例を説明し

たい。Jill という名前のダンサーがいて、彼女はプロのダンサーとして生活し

ていた。彼女にとってほかの生活手段はなかった。あるとき、Jillは病気になっ

たが、その病気を治すために、薬を飲まないといけなかった。薬には Aと Bの

２種類がある。Aは認知的障害を起こす副作用があり、Bは腰が硬くなる副作

用があった。このとき、Jillはどちらの薬を選ぶべきだろうか。もちろん、Aで

ある。Bを選ぶと彼女は将来生計を維持できなくなる可能性があるからだ。も

し、Jill が B を選んだとき、私たちは Jill の選択は非合理的だといえるのだろ

うか。Hausmanはそう（であるべき）だという。そのため、Hausmanは合理性

を判断する基準の１つである Truth Conditionの中、時間に対して coherentな性

質を取り入れるべきだと主張するのである。この Jill の例を通じて、Hausman

が主張している内容は以下の４つの内容にまとめることができる：①合理性判

断には消費者のアイデンティティ問題（たとえば、ダンサー）がかかわる、

②合理性判断は具体的なコンテクストにもよる、③合理的判断は dynamic 

coherent な性質を持たないといけない（未来の flourishing を保証するものでな

いといけない）、④消費財の中には、「客観的に良いもの」が存在する。本稿に

おける Doer の行動は、薬 B を選ぶ可能性を排除しないし（よって、dynamic 

coherentな選択ではない）、さらに（12）式が示すように未来の flourishingに反

するものである。よって、Doerの行動は Hausmanのいう Truth Conditionを満

たさず、非合理的、といえるのである。 
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結  び 

 本稿では主に以下の２点が論じられた。まず、 

１．認知的不協和理論を経済学に応用した既存の研究、とくに GKL モデル

を拡張して、そのモデルの中で提示されている「目的関数を変えるとき

にかかるコスト k」を内生的に説明できる事例を紹介した。このような

モデルは、経済学的主体、エージェントの行動が不連続的に変わること

を説明できる。本稿で提示された事例の中では、資産レベルや将来の期

待賃金の上昇と合理的な選択の間には、特定の関係は存在せず、資産の

増加が人々を非合理的な行動に導くことも可能であることが示唆され

た。 

２．本稿で紹介されたような一見明らかに非合理的にみえる問題構造、消費

行動についても、既存の合理性基準からはその非合理性を判断すること

はできないことを指摘した。本稿で紹介された Doer による消費行動が

非合理的であると判断するためには、Hausman が提案した Modified 

Subjectivism の立場をとる必要がある。これは、Hausman の合理性基準

が有効であることを示す１つの事例になると思われる。 

さて、最後に、近年の研究では、Purified Preferenceに関する議論が活発になっ

ているが、本稿の内容は、この議論において多重人格モデルを取り入れること

が有用で、新しい知見に導く可能性があることを示していると思われる。 

 

注 
（1）本稿における認知的不協和は経済的主体が、２つないしは３つの目的関数に直面してい

ることをいう。認知的不協和は不快感（負の効用）をもたらすと知られるが、この部分が
Surprise として定義される。本稿で紹介する Verdict の行動原理はこの認知的不協和を解
消するために設定されていると解釈できる。 
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（2）未来の効用を割り引くことに含まれる問題について、Frederick, et.al.（2002）はその実証
的な証拠がないことを指摘している。とくに、自然環境破壊が大きな社会経済問題になっ
ている現状で、未来の効用を割り引くことについては、倫理的問題をも含まれていると
の指摘もある（Greaves、2017）。 

（3）Punisherは Controllerと Defenderの中、どちらかの立場を棄却（Punish）すると想定され
ている。本稿の多重人格モデルは Carter が提案したもの（６つの人格モデル）とは異な
るが、部分的には共通するものがあると思われる。 

（4）市場利子率は市場と個人との関係、即ち、個人と社会（他人）との関係の中で発生するも
のであって、Plannerが未来の利得を割り引かないことと、市場利子率の存在は矛盾しな
い。さらに、たとえば、市場利子率の上昇が１期の消費を増やし、貯蓄を減らす可能性に
ついては Kang（1993）を参照されたい。 

（5）たとえば、２部門間の資源配分問題について、２部門間の資源移動に関して取引費用が存
在しなければより効率的な資源配分が行われることは自明なことである。Plannerの問題、
つまり、２期間の消費においてρ＝0であるケースは、２部門の資源配分問題と比較でき
る構造をもっている（たとえば、Kang（1991）を参照されたい） 

（6）合理的な消費者は、自身の self-interestをベースに与えられた効用関数を最大化する。
この効用関数は合理的選好関係を反映しているものとして、通常は、定義される。本稿で
もこの基本枠は変えていない。しかし、本稿のモデルでは、複数の self が存在し、self-
interest という前に、その self がどの人格になるか、という問題に直面している。このよ
うな問題は、もちろん、スタンダードな消費者行動モデルでは扱わない問題である。言い
換えると、通常の合理性判断の基準を用いては、本稿で描く消費者行動を非合理的であ
ると判断する根拠はないと考える。 
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